
資料編５－１

他都市との相互応援協定一覧 要請部局：総括部

番号 名　　称 内　容　要　旨 相手方 締結年月日

1
災害時における相互援
助協定

　物資等の提供及びあっせん並びに人員の派遣
　情報収集及び救援・救助活動に必要な車両等の派遣
　被災者を一時的に受入れるための施設の提供及びあっせん
　被災児童・生徒の教育機関への受入れ及びあっせん
　前各号に定めるもののほか、特に必要と認められる事項

 川崎市
昭和44年8月1日
(平成9年8月31日
改正)

　食糧、飲料水及び生活必需品並びにその供給に必要な資機
　材の提供

　救助活動に必要な車両の提供

　被災者の救出、医療及び防疫並びに応急復旧に必要な物資
　及び資機材の提供

　救援及び災害復旧に必要な職員の派遣

　児童・生徒の受入

　被災者に対する住宅の提供

　前各号に定めるもののほか、要請があった事項

　食糧、飲料水及び生活必需品並びにその供給に必要な資機
　材の提供

　救助活動に必要な車両の提供

　被災者の救出、医療及び防疫並びに応急復旧に必要な物資
　及び資機材の提供

　救援及び災害復旧に必要な職員の派遣

　児童・生徒の受入

　被災者に対する住宅の提供

　前各号に定めるもののほか、要請があった事項

　食糧、飲料水及び生活必需品並びにその供給に必要な資機
　材の提供

　救助活動に必要な車両の提供

　被災者の救出、医療及び防疫並びに応急復旧に必要な物資
　及び資機材の提供

　救援及び災害復旧に必要な職員の派遣

　被災者を一時収容するための施設の提供

　前各号に定めるもののほか、要請があった事項

　食糧、飲料水、生活必需品等の物資及び当該物資の供給に
　必要な資器材の提供

　被災者の救出、医療、防疫等に必要な物資及び応急復旧に
　必要な資器材の提供

　救援及び救助活動、応急復旧等に必要な車両等の提供

　被災者を一時的に収容することができる施設の提供

　被災児童、生徒等を一時的に受け入れ、又は教育することが
　できる施設の提供及びあっせん

　被災者に対する住宅の提供及びあっせん

　救援及び救助活動、応急復旧等に必要な職員の派遣

　ボランティアのあっせん

　前各号に掲げるもののほか、災害が生じた協定市町から応援の
　要請を受けた事項

　食糧、飲料水及び生活必需品並びにその供給に必要な資機
　材の提供

　救助活動に必要な車両の提供

　被災者の救出、医療及び防疫並びに応急復旧に必要な物資
　及び資機材の提供

　救援及び災害復旧に必要な職員等の派遣

　被災者を一時収容するための施設の提供

　前各号に定めるもののほか、要請があった事項

　食糧、飲料水及び生活必需品並びにその供給に必要な資機
　材の提供

　被災者の救出救助、医療救護及び防疫に必要な資器材及び
　物資の提供

　応急対策及び復旧活動に必要な職員の派遣

　前３号に掲げるもののほか、特に要請があった事項

　食糧、飲料水及び生活必需物資並びにその供給に必要な資
　器材の提供

　被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な資器
　材及び物資の提供

　救援及び救助活動に必要な車両及び船艇等の提供

　救助及び応急復旧に必要な職員の派遣

　前各号に掲げるもののほか、特に要請があった事項

2
姉妹都市災害時相互応
援に関する協定

 室蘭市･上越市
 (姉妹都市)

平成7年10月22日

3
友好都市災害時相互応
援に関する協定

 佐久市
 (友好都市)

平成7年11月17日

災害時相互応援に関す
る協定

長野市・上越市・
甲府市

平成24年7月20日4

災害時相互応援に関す
る協定

平成8年5月31日 金沢市6

大規模災害に係る相互
援助の実施等に関する
協定

5
島田市・焼津市･
藤枝市・牧之原市・
吉田町・川根本町

平成24年4月1日

 尼崎市 平成8年7月22日

自治体防災情報ネット
ワーク連絡会加盟都市災
害時相互応援に関する
協定

7
 墨田区・仙台市・
 福井市・新潟市･
 島原市・釧路市

平成18年4月1日

8
静岡市及び尼崎市災害
時相互応援に関する協
定
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資料編５－１

他都市との相互応援協定一覧 要請部局：総括部

番号 名　　称 内　容　要　旨 相手方 締結年月日

　防災対策の相互協力及び情報交換

　防災対策及び研修等への職員の派遣

　応急復旧に必要な資機材、物資等の提供及び斡旋並びに
　職員の応援

　前３号に掲げるもののほか、特に要請があった事項

　食糧、飲料水及び生活必需品並びにその供給に必要な機材
  の提供

　被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な資機
　材及び物資の提供

　救援及び救助活動に必要な車両、船舶等の提供

　救援、救助及び応急復旧に必要な職員の派遣

　前各号に掲げるもののほか、特に要請があった事項

　救援及び災害復旧に必要な職員等の派遣

　被災者の救出、医療及び防疫並びに応急復旧に必要な職員
　等の派遣

　被災者の救出、医療及び防疫並びに応急復旧に必要な物資
　及び資機材の提供

　食糧、飲料水及び生活必需品並びにその供給に必要な機材
　の提供

　救援活動及び災害復旧活動に必要な車両の提供

　被災者を一時収容するための施設の提供

　前各号に掲げるもののほか、特に要請があった事項

12
災害時の相互応援に関
する協定

　食料、生活必需物資及びその供給に必要な資機材の提供
　被災者の救出、医療、施設の応急復旧等に必要な資機材
　及び物資の提供
　救援及び応急復旧に必要な車両等の提供
　救助及び応急復旧に必要な医療職、技術職及び技能職等
　の職員の派遣
　静岡県地域防災計画に基づく、防災船等による緊急海上輸
　送に伴う甲、乙間に必要な情報の提供と必要に応じた職員
　の派遣
　前各号に定めるもののほか、特に要請のあった事項

 下田市 平成10年1月21日

　食料、飲料水及び生活必需物資並びにその供給に必要な資
　機材の提供

　被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な資
　機材及び物資の提供

　救援及び救助活動に必要な車両及び舟艇等の提供

　救助及び応急復旧に必要な医療系職、技術系職、技能系職
　等職員の派遣

　前各号に掲げるもののほか、特に要請があった事項

9
静岡市と平塚市の防災
相互応援に関する協定

 平塚市 平成18年3月31日

10

11
災害時における相互応
援に関する協定

 中部西関東市町村
 地域連携軸協議会

平成9年8月6日

 神戸市 平成9年3月10日
神戸市及び静岡市災害
時相互応援に関する協
定

13
21大都市災害時相互応
援に関する協定

 札幌市・仙台市・
 さいたま市・千葉市・
 新潟市・東京都・
 川崎市・横浜市・
 相模原市・ 浜松市・
 名古屋市・ 京都市・
 大阪市・ 堺市・
 神戸市・ 岡山市・
 広島市・ 北九州市・
 福岡市・熊本市

平成24年10月1日
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資料編５－２

消防相互応援協定

番号 名　　称 協定市町等 協定の概要 締結年月日

1 静岡県消防相互応援協定
静岡県内の市町及び消
防に関する事務を処理
する一部事務組合

静岡県内の災害による被害を最小限に防止するための消防相互
応援

昭和62年3月2日
（平成29年3月10日
改正）

2

東名高速道路内の富士・
清水インターチェンジ間に
おける消防相互応援に関
する協定書

富士市
東名高速道路の富士・清水インターチェンジ間における消防及び
救急業務の円滑な遂行を図るための消防相互応援

平成20年11月１日

3
新東名高速道路における
消防相互応援に関する協
定書

富士市、富士宮市
新東名高速道路の新富士インターチェンジ・清水インターチェン
ジ間及び清水連絡路における消防及び救急業務の円滑な遂行
を図るための消防相互応援

平成24年4月14日

4

東名高速道路内の静岡・
焼津インターチェンジ間に
おける消防相互応援に関
する協定書

志太広域事務組合
東名高速道路の静岡・焼津インターチェンジ間における消防及び
救急業務の円滑な遂行を図るための消防相互応援

平成28年4月1日

5

東名高速道路内の焼津・
吉田インターチェンジ間に
おける消防相互応援に関
する協定書

志太広域事務組合
東名高速道路の焼津・吉田インターチェンジ間における消防及び
救急業務の円滑な遂行を図るための消防相互応援

平成28年4月1日

6

東名高速道路内の相良牧
之原・菊川インターチェン
ジ間における消防相互応
援に関する協定書

菊川市
東名高速道路の相良牧之原・菊川インターチェンジ間における消
防及び救急業務の円滑な遂行を図るための消防相互応援

平成28年4月1日

7

新東名高速道路内の新静
岡・藤枝岡部インターチェ
ンジ間における消防相互
応援に関する協定書

志太広域事務組合
新東名高速道路の新静岡・藤枝岡部インターチェンジ間における
消防及び救急業務の円滑な遂行を図るための消防相互応援

平成28年4月1日

8

新東名高速道路内の藤枝
岡部・島田金谷インター
チェンジ間における消防相
互応援に関する協定書

志太広域事務組合
新東名高速道路の藤枝岡部・島田金谷インターチェンジ間にお
ける消防及び救急業務の円滑な遂行を図るための消防相互応援

平成28年4月1日

9

新東名高速道路内の島田
金谷・森掛川インターチェ
ンジ間における消防相互
応援協定書

袋井市森町広域行政組
合

新東名高速道路の島田金谷・森掛川インターチェンジ間における
消防及び救急業務の円滑な遂行を図るための消防相互応援

平成28年4月1日

10

静岡市・志太広域事務組
合の消防管轄区域におけ
る相互応援に関する協定
書

志太広域事務組合 隣接する地域における消防及び救急業務の相互応援 平成28年4月1日

11
静岡市・浜松市の消防管
轄区域における相互応援
に関する協定書

浜松市 隣接する地域における消防及び救急業務の相互応援 平成28年4月1日

12

静岡市・袋井市森町広域
施設組合の消防管轄区域
における相互応援に関す
る協定書

袋井市森町広域施設組
合

隣接する地域における消防及び救急業務の相互応援 平成28年4月1日

13
静岡市・掛川市の消防管
轄区域における相互応援
に関する協定書

掛川市 隣接する地域における消防及び救急業務の相互応援 平成28年4月1日

14
静岡市・菊川市の消防管
轄区域における相互応援
に関する協定書

菊川市 隣接する地域における消防及び救急業務の相互応援 平成28年4月1日

15
静岡市・御前崎市の消防
管轄区域における相互応
援に関する協定書

御前崎市 隣接する地域における消防及び救急業務の相互応援 平成28年4月1日

16
富士市と静岡市における
消防相互応援に関する協
定書

富士市 隣接する地域における消防及び救急業務の相互応援 平成29年3月22日

17
富士宮市と静岡市におけ
る消防相互応援に関する
協定書

富士宮市 隣接する地域における消防及び救急業務の相互応援 平成29年3月22日

18
静岡県内航空消防相互応
援協定書

静岡県、浜松市 ヘリコプターを使用して行う航空消防に関する相互応援 平成29年3月31日

19

静岡市・峡南広域行政組
合の消防管轄隣接区域に
おける相互応援に関する
協定書

峡南広域行政組合 県境に接する地域における消防及び救急業務の相互応援 平成31年3月10日
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資料編５－３

民間事業者との協力協定一覧

番号 区分 名　称 内　　　容 相手方 締結日 要請部局

1 情報
災害時等における放送要
請に関する協定

　災害時における放送 ㈱エフエムしみず 平成8年6月2日

2 情報
緊急情報放送に関する協
定

　同上 ㈱シティエフエム静岡 平成10年4月1日

3 情報
災害時における非常災害
放送に関する協定

　同上 静岡エフエム放送㈱ 平成28年8月9日

4 情報
災害時における臨時広報
紙の配布に関する協定

　災害時における臨時広報紙の配布
静岡市葵区駿河区新聞
販売組合
清水新聞販売組合

平成25年2月18日

　市の管理する施設及び用地の郵便物集積場
　所等としての提供
　郵便局の管理する施設及び用地の物資集積
　場所等としての提供
　必要に応じた避難所への臨時郵便差出箱の
　設置
　被災住民等の避難先及び被災状況等の安否
　情報の相互提供
　郵便局掲示板への災害関連情報の掲示
　要請する他都市支援者への地理案内
　道路破損等及び交通渋滞などの道路情報の
　提供
　その他支援、協力できる事項
　緊急車両としての車両の提供
　避難先リスト等の情報の相互提供
　郵便局ネットワークを活用した広報活動
　災害救助法適用時における郵便業務に係る災
　害特別事務取扱及び援護対策
　郵便物の配達等の業務中に発見した道路等の
　損傷状況の情報提供
　避難所における臨時の郵便差出箱の設置及び
　郵便局社員による郵便物の取集・交付等
　要請のあったもののうち協力できる事項

7 情報
災害時における応急対策
活動に関する協力協定

　応急対策活動上必要とする災害に関する情報
　の収集、提供

静岡市静岡防災アマ
チュ ア無線ﾈｯﾄﾜｰｸ

平成11年2月4日

8 情報
災害に係る情報発信等に
関する協定

　市民に対して必要な情報を迅速に提供 ヤフー㈱ 平成25年9月20日

9 情報
防災への取り組みに関する
協定

　災害対応サービスの開発及び実施 Google 平成25年10月8日

10 情報
災害時に係る災害対策に
関する協力協定

災害時における地図製品等の供給 ㈱ゼンリン 平成27年２月25日

11 情報
通信障害時における土地
の使用に関する覚書

通信障害時における土地の使用
㈱NTTドコモ東海支社
㈱ドコモCS東海

令和３年３月10日

12 情報
「静岡市安全で快適なまち
づくりの会」の活用に関す
る協定

　公共土木施設等の被災状況の調査及び通報
静岡市安全で快適な
まちづくりの会

平成17年8月30日

13 情報
静岡県防災エキスパートの
活用に関する協定

　同上
NPO法人静岡県地域づく
り研究所

平成17年8月30日

14 情報
緊急時における情報発信
に関する協定

緊急時の情報発信への協力
株式会社バローホール
ディングス

令和５年11月１日

15 情報 同上 　同上 株式会社ヒバリヤ 令和５年11月１日

16 情報 同上 　同上 生活協同組合ユーコープ 令和５年11月１日

17 情報 同上 　同上 株式会社タカラ・エムシー 令和５年11月１日

18 情報 同上 　同上 株式会社マル 令和５年11月１日

19 情報 同上 　同上 株式会社ユーマート 令和５年11月１日

20 情報 同上 　同上
マックスバリュ東海株式会
社

令和５年12月１日

21 情報 同上 　同上 株式会社静鉄ストア 令和５年12月１日

　傷病者に対する応急処置及び医療
　傷病者の救護病院への収容指示
　死体の検案
　その他状況に応じ必要と認められる処置
　医療救護所における傷病者等に対する調剤、
　服薬指導
　医療救護所等における医薬品の仕分け、管理
　救護所における傷病者に対する救護活動、
　口腔ケア等の歯科保健活動、身元確認のため
　の歯牙鑑定
　その他状況に応じ必要と認められる処置

25 防疫
災害時における防疫活動
に関する協力協定

　災害時における感染症の未然防止のための
　防疫活動の協力

静岡県ペストコントロール
協会

平成19年4月1日

26 輸送
災害の発生時における輸
送業務等の協力協定

　物資の緊急・救援輸送、資機材の提供
　緊急・救援輸送業務に関する情報収集

静岡県トラック協会 令和3年2月3日

27 輸送
災害時における輸送業務
に関する協力協定

　食料、生活必需品、医薬品、防災資機材等の
　輸送業務の実施

赤帽静岡県軽自動車
運送(協)

（旧静岡市）
平成10年1月8日
（旧清水市）
平成8年12月5日

危機管理局

建設局

総務局

平成29年10月17日
災害発生時における静岡
市と静岡市内郵便局の協
力に関する協定

平成19年3月23日

(一社)静岡市静岡医師会
(一社)静岡市清水医師会

平成19年3月23日

医療
救護

　同上

(一社)静岡市静岡歯科医
師会
(一社)静岡市清水歯科医
師会

平成19年3月23日

危機管理局

保健衛生
医療部

情報
災害等支援協力に関する
覚書

中央・南・西の
３普通郵便局及び
静岡市内特定郵便局

（旧静岡市）
平成10年7月8日

（旧清水市）
平成9年10月9日

（旧由比町）
平成10年2月10日

情報

(一社)静岡市薬剤師会
清水薬剤師会

災害時の医療救護活動に
関する協定

静岡市内単独マネジメン
ト郵便局及び静岡市内エ
リアマネジメント郵便局

5

6

22

23

24

医療
救護

　同上

医療
救護
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　被災者の輸送活動
　災害救助に必要な生活必需品等の輸送活動
　必要な人員、資機材等の輸送活動
　被災者の輸送活動
　災害救助に必要な生活必需品等の輸送活動
　必要な人員、資機材等の輸送活動

30 輸送
災害時における緊急通行
に必要な自動車用燃料の
供給に関する協定

　緊急通行に必要な自動車用燃料の納入
静岡県石油商業組合
静岡支部

平成14年3月22日 財政部

31 輸送

災害時における霊柩自動
車輸送の協力に関する清
水市と社団法人全国霊柩
自動車協会との協定

　霊柩自動車等による遺体の搬送及び死体の
　収容に必要な資機材の提供

(社)全国霊柩自動車
協会

平成14年11月29日
(旧静岡市）
平成12年3月30日

保健衛生
医療部

32
ライフ
ライン

災害援助に必要なLPガス
の供給等に関する覚書

　避難所等にLPガスの供給及びLP設備の整備等

（一社）静岡県LPガス協
会
（一社）静岡県LPガス協
会　静岡地区会
（一社）静岡県LPガス協
会　清水地区会

令和4年3月23日

33
ライフ
ライン

特設公衆電話の設置等に
関する覚書

　災害発生時における特設公衆電話の設置
西日本電信電話㈱静岡
支店

平成27年12月8日

34
ライフ
ライン

非常災害時における土地
の使用に関する覚書

　大規模停電時の土地使用
中部電力パワーグリッド㈱
静岡支社

令和3年3月9日

35
ライフ
ライン

災害時における停電の早
期復旧に向けた連携に関
する協定

　災害対策本部等への連絡員の派遣
　重要施設への電力の復旧、電源車の配置及び優
　先順位の設定
　停電復旧のための道路啓開の実施
　停電情報・復旧見通しなどの情報共有及び市民に
　対する情報発信

中部電力パワーグリッド㈱
静岡支社

令和5年7月31日

36
ライフ
ライン

　非常災害時における土地
の使用に関する覚書

　大規模なガス供給停止時の土地使用 静岡ガス株式会社 令和7年3月31日

37
ライフ
ライン

災害時における応急対策
活動に関する協力協定

　水道及び下水道施設の復旧
　公共施設並びに避難施設等への仮設給排水
　設備設置など

静岡市水道局指定
工事店(協)

令和7年12月1日

38
ライフ
ライン

同上 　同上
清水管工事
システム(協)

令和7年12月1日

39
ライフ
ライン

同上 　同上 清水水道設備（株） 平成17年７月29日

40
ライフ
ライン

同上 　同上 内川工業(株) 平成18年５月25日

41
ライフ
ライン

同上 　同上
光陽エンジニア
リング(株)

平成19年５月２日

42
ライフ
ライン

同上 　同上 エイト工業(株) 平成26年１月21日

43
ライフ
ライン

同上 　同上 マルミ建設（株） 平成28年2月22日

44
ライフ
ライン

同上 　同上 栄(株) 平成28年３月23日

45
ライフ
ライン

同上 　同上 (株)渡辺工業 平成30年５月８日

46
ライフ
ライン

同上 　同上 (株)岩崎建設 令和元年11月26日

47
ライフ
ライン

同上 　同上 (株)富山冷熱工業 令和3年11月5日

48
ライフ
ライン

同上 　同上 (株)安藤工業 令和4年10月27日

49
ライフ
ライン

同上 　同上 サンセイ冷熱(株) 令和5年1月27日

50
ライフ
ライン

同上 　同上 (有)石本土木 令和5年1月30日

51
ライフ
ライン

同上 　同上 中央冷熱(株) 令和5年3月28日

52
ライフ
ライン

同上 　同上 (有)堀池設備工業 令和5年8月1日

53
ライフ
ライン

同上 　同上 アイリ設備株式会社 令和６年６月７日

54
ライフ
ライン

同上 　同上
（株）東海維持管理工業
静岡支店

令和７年８月１日

55
ライフ
ライン

同上 　同上 （株）眞殿建設 令和８年４月１日

56
ライフ
ライン

同上
被災した水道施設へのポンプ設備、弁設備、井戸、
滅菌設備、膜ろ過設備又は紫外線照射設備等の復
旧作業など

(株)水機テクノス静岡営業
所

平成31年３月29日

57
ライフ
ライン

同上 　同上
大学産業(株)
静岡営業所

令和元年６月18日

58
ライフ
ライン

同上 　同上 荏原実業(株)静岡支社 令和元年７月16日

危機管理局

水道部
下水道部
建築部

水道部
下水道部

由比港漁業(協) 平成9年12月1日

農政部

輸送 　同上 清水漁業(協)

輸送
漁船による緊急輸送活動
に関する協定

28

29
（旧静岡市）
平成10年9月1日
（旧清水市）
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59
ライフ
ライン

同上
停電時の水道施設への仮設発電機の設置。被災し
た水道施設への電気設備、計装設備、監視制御設
備又は非常用自家発電設備等の復旧作業など

(株)第一テクノ静岡営業
所

平成31年３月29日

60
ライフ
ライン

同上 　同上 協立電機(株) 令和元年５月27日

61
ライフ
ライン

同上 　同上 (株)静岡日立 令和元年６月20日

62
ライフ
ライン

同上 　同上 メタウォーター(株) 令和元年７月10日

63
ライフ
ライン

同上 　同上
三菱電機プラントエンジニ
アリング(株)静岡支社

令和元年９月11日

64
ライフ
ライン

同上 　同上
東芝プラントシステム(株)
静岡営業出張所

令和5年3月27日

65
ライフ
ライン

同上 　同上 昱耕機（株）静岡営業所 令和5年8月1日

66
ライフ
ライン

同上
応急給水活動、漏水調査活動、電話及び窓口対
応、広報活動など

第一環境（株）　中部支店 令和5年10月1日 水道部

67
ライフ
ライン

同上 　災害応急対策時の資機材、労力等の提供
（公社）日本下水道管路
管理業協会中部支部静
岡県部会

平成18年3月6日

68
ライフ
ライン

同上 　同上 （株）石垣 平成31年３月７日

69
ライフ
ライン

同上 　同上 (一財)静岡市環境公社 令和２年３月２日

70
ライフ
ライン

同上
被災した下水道施設の応急復旧のために必要な業
務（燃料及び薬品供給を含む。）
その他緊急的な措置等が必要な業務及び工事

（一社）日本下水道施設
管理業協会

令和5年3月9日

71
ライフ
ライン

自然災害による下水道機
械・電気設備緊急工事に
関する協定

自然災害発生時における下水道機械・電気設備復
旧のための緊急工事

（一社）日本下水道施設
業協会

令和4年10月31日

72
ライフ
ライン

同上
下水道機械・電気設備における被災等の調査、復
旧計画、応急及び復旧工事

シンフォニアテクノロジー
（株） 静岡営業所

令和4年12月7日

73
ライフ
ライン

同上 　同上 月島機械（株）　横浜支店 　同上

74
ライフ
ライン

同上 　同上
東芝インフラシステムズ
（株）　静岡支店

　同上

75
ライフ
ライン

同上 　同上 巴工業（株） 　同上

76
ライフ
ライン

同上 　同上 (株)西原環境　中部支店 　同上

77
ライフ
ライン

同上 　同上
（株）日立プラントサービス
中部支店

　同上

78
ライフ
ライン

同上 　同上 前澤工業（株）　横浜支店 　同上

79
ライフ
ライン

同上 　同上 三菱電機（株）　静岡支店 　同上

80
ライフ
ライン

同上 　同上 （株）明電舎　静岡支店 　同上

81
ライフ
ライン

同上 　同上
メタウォーター(株)　静岡
営業所

　同上

82
ライフ
ライン

同上 　同上
安川オートメーション・ドラ
イブ（株）　東京支店

　同上

83
ライフ
ライン

同上 　同上
水ingエンジニアリング
（株）　横浜営業所

令和5年2月8日

84
ライフ
ライン

災害時における上下水道
施設の技術支援協力に関
する協定

水道及び下水道施設の復旧
（公社）全国上下水道コン
サルタント協会中部支部

令和６年７月19日

85
ライフ
ライン

静岡市及び日本下水道事
業団における相互協力に
関する協定

災害支援に向けた連携等
地方共同法人　日本下水
道事業団

令和2年１月31日

86
ライフ
ライン

災害時における応急対策
活動に関する協力協定

　公共建築物の初期電気復旧活動等災害の
　状況に応じた災害応急対策活動
　会員のあっせん、車両、資機材及び労力の
　提供その他可能な限りの協力

静岡市電設協 平成10年1月8日

87
ライフ
ライン

同上   公共施設の災害応急対策活動 協和電工㈱ 平成19年10月23日

88 物資
災害の救助又は救援に必
要な物資の調達に関する
協定

　災害の救助又は救援に必要な物資の調達
　及び供給等

生活(協)
コープしずおか

平成14年11月29日

89 物資
災害時における食料・物資
の供給等に関する協定

　災害時における物資の供給 ㈱ローソン 平成28年12月26日

90 物資
災害救助に必要な物資の
調達に関する協定

　応急生活物資の供給等 市内業者 平成元年12月14日等

91 物資 同上 　同上 SSKセールス株式会社 同上

建築部

下水道部

健康福祉部

水道部
下水道部
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92 物資 同上 　同上 静岡塩業株式会社 同上

93 物資 同上 　同上 はごろもフーズ株式会社 同上

94 物資 同上 　同上 株式会社紙泰 同上

95 物資 同上 　同上 駿河紙業株式会社 同上

96 物資 同上 　同上 株式会社四葉商会 同上

97 物資 同上 　同上 大北農業(協) 同上

　被災者等に供給する生鮮食料品の提供
　被災者等に供給する生鮮食料品の提供に係る
　搬送
　その他特に要請のあった事項

99 物資
災害時における応急生活
物資供給等の協力に関す
る協定

　応急生活物資の供給等
イオンリテール株式会社
中部カンパニー静岡事業
部

令和８年３月６日

100 物資
災害時における救援物資
の供給に関する協定

　災害の救助又は救援に必要な物資の調達
　及び供給等

㈱ファミリーマート 平成24年1月17日

101 物資
災害時における支援協力
に関する協定

　応急生活物資の供給等 マックスバリュ東海㈱ 平成25年4月9日

102 物資 同上 　同上 ㈱静鉄ストア 平成25年8月27日

103 物資 同上 　同上 ㈱エンチョー 平成25年9月3日

104 物資 同上 　同上 ㈱カインズ 平成29年3月7日

105 物資 同上 　同上 中部薬品㈱ 平成30年6月15日

106 物資 同上 　同上 ㈱タカラ・エムシー 平成30年10月24日

107 物資 同上 　同上
NPO法人コメリ災害対策
センター

平成30年12月25日

108 物資 同上 　同上 イオンビッグ株式会社 令和6年10月25日

109 物資
災害時における応急支援
物資の供給協力に関する
協定

応急支援物資の供給等
プラス㈱ジョインテックスカ
ンパニー

令和7年12月3日

110 物資
災害時における飲料水等
の供給に関する協定

飲料水の供給等 静岡ミツウロコフーズ㈱ 令和7年9月9日

111 物資
災害時における物資（福祉
用具）の調達及び供給に
関する協定

　物資（福祉用具）の調達及び供給
一般社団法人
日本福祉用具供給協会

平成25年4月16日

112 物資
防災対策における物資の
供給に関する協定

　災害時における物資の供給
日鉄エンジニアリング株
式会社

令和7年4月1日

113 物資
災害時における物資の供
給並びに被災者に対する
支援協力に関する協定

　水道・トイレ等の提供
　調達可能な物資の提供　等

㈱イトーヨーカ堂 令和5年12月27日

114 物資
災害時における消防用水
の確保に関する協定

　災害時における消防用水の供給
静岡県中部生コンクリート
協同組合

平成30年3月20日

115 物資
防災倉庫に関する使用賃
借契約

　防災倉庫の賃借 三菱地所㈱ 平成25年11月1日

116 物資
災害時における畳の提供
に関する協定

　災害時における畳の供給
「5日で5000枚の約束。」
プロジェクト実行委員会

平成28年8月18日

117 物資 同上 　同上
静岡県畳適格組合連合
会

平成28年12月5日

118 物資
災害時における物資拠点
の開設等に関する協定

　ツインメッセ静岡を緊急物資集積拠点
　として提供

(公財)静岡産業振興協
会、静岡県

平成29年1月6日

119 物資
緊急物資集積所の開設等
に関する協定

　倉庫を緊急物資集積所として提供 ㈱丸総 平成27年6月19日

120 物資 同上 　同上
静岡市物流団地協同組
合

平成29年3月9日

121 物資
災害時における資機材の
リースに関する協定

　資機材の優先的供給
一般社団法人
日本建設機械レンタル協
会静岡支部

平成25年11月14日

122 物資
災害時における物資の供
給に関する協定書

　災害時における段ボール製品等の供給
静岡橘ライオンズクラブ
レンゴー株式会社清水工
場

令和2年8月31日

123 物資
災害時における入浴支援
に関する協定

　災害時における入浴施設の提供 ㈱相川トレーディング 令和2年3月23日

124 物資
災害時における物資の供
給に関する協定

　災害時における医薬品、衛生材料、日用品、
　食料品の供給

ウエルシア薬局㈱
㈱杏林堂薬局
㈱クリエイトエス・ディー

平成26年11月11日
保健衛生
医療部

125 物資
大規模災害時における生
鮮食料品等の調達に関す
る協定

　災害時における生鮮食料品等の供給
静岡市中央卸売市場卸
売業者及び仲卸等協同
組合（６者）

令和２年４月１日 商工部

危機管理局

健康福祉部

平成20年9月1日
関東支部協定より全
国46都市協定へ

98 物資
全国中央卸売市場協会災
害時相互応援に関する協
定

全国46都市の中央卸売
市場
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民間事業者との協力協定一覧

番号 区分 名　称 内　　　容 相手方 締結日 要請部局

126 建築
災害時における応急対策
活動に関する協定

　公共施設の被害状況の調査、応急危険度
　判定及び災害応急復旧工事

㈱ミツワ建設 平成17年7月29日

127 建築
災害時における応急対策
活動に関する協力協定

　建築物の応急補強・修理等災害の状況に
　応じた災害応急対策活動
　組合員のあっせん、車両、資機材及び労務
　の提供
　その他可能な限りの協力

静岡大工建築業(協) 平成10年1月8日

128 建築
災害時における応急対策
活動に関する協定

　被災建築物の応急危険度判定
　各種建築物の応急補強対策及び屋内安全
　対策の相談など

(社)静岡県建築士会
 中部ブロック

平成23年4月1日

129 建築
災害時における応急対策
活動に関する協力協定

　被災建築物に係る情報収集及び被害状況
　調査
  被災建築物の緊急解体工事

(社)静岡県解体工事
業協会 (中部16社)

平成21年12月14日

130 建築 　同上
　公共施設の被害状況の調査
　公共施設の災害応急復旧工事

㈲村松カクミツ住建 令和3年3月15日

131 建築
災害時における応急対策
活動に関する協力協定

　公共施設の被害状況の調査、応急危険度
　判定及び災害応急復旧工事

㈱ZEAX 令和4年7月1日

132 建築
災害時における応急仮設
住宅の建設に関する協定

災害時の応急仮設住宅の建設及び供与
一般社団法人プレハブ建
築協会

令和8年3月31日

133 建築
災害時における木造応急
仮設住宅の建設に関する
協定

災害時の木造応急仮設住宅の建設及び供与
静岡県木造応急仮設住
宅建設協議会

令和8年3月31日

134 建築
災害時における応急仮設
住宅（ムービングハウス）の
建設に関する協定

災害時の応急仮設住宅の建設及び供与
一般社団法人日本ムービ
ングハウス協会

令和8年3月31日

135 建築
災害時における民間賃貸
住宅の媒介等に関する協
定

災害時の被災者住宅として民間賃貸住宅の媒介協
力

公益社団法人全日本不
動産協会静岡県本部

令和8年3月31日

136 建築 同上 同上
公益社団法人静岡県宅
地建物取引業協会

令和8年3月31日

137 建築
災害時における被災住宅
の応急修理に関する協定

被災した住宅の応急修理
一般社団法人静岡県安
心・安全リフォーム協議会

令和8年3月31日

138 建築 同上 同上
静岡県瓦屋根工事業連
合会

令和8年3月31日

139 建築
災害時における公共建築
物の応急復旧工事の設計
等業務に関する協定

公共建築物の被災度区分判定業務及び応急復旧
補修に伴う建築、電気設備、機械設備設計業務
公共建築物の災害査定事業計画書策定業務

一般社団法人静岡県建
築士事務所協会

令和8年3月25日

140 建築
災害時における被災住宅
の応急修理に関する協定

災害時における被災住宅の応急修理の実施に関す
る協力

一般社団法人静岡県安
心・安全リフォーム協議会

令和8年3月31日

141 建築 同上 同上
静岡県瓦屋根工事業連
合会

令和8年3月31日

142 建築
災害時における家屋被害
認定に関する協定

  災害発生時の市内の被災家屋調査
  り災証明についての市民からの相談の補助

静岡県土地家屋
調査士会

平成20年7月2日 税務部

143 環境
災害時における化学物質
調査に関する協定

　化学物質調査等の業務
(一社)静岡県計量
協会環境計量
証明部会中部支部

平成23年2月4日

144
廃棄
物

大規模災害時における災
害廃棄物の処理等に関す
る協定

　災害廃棄物の収集・運搬に関する業務
　災害廃棄物の処理・処分に関する業務
　災害廃棄物の再資源化に関する業務等

公益社団法人静岡県産
業廃棄物協会

平成19年3月19日

145
廃棄
物

大規模災害時における避
難所の仮設トイレのし尿等
の収集運搬に関する協定

　避難所に設置する仮設トイレから発生する
　し尿等の収集運搬業務

一般財団法人
静岡市環境公社

平成23年2月4日

146
廃棄
物

同上 　同上 市内業者（11社） 平成25年10月10日

147
廃棄
物

大規模災害時における家
庭系一般廃棄物の収集運
搬に関する協定

　家庭系一般廃棄物の収集運搬業務
一般財団法人
静岡市環境公社

平成23年2月4日

148
廃棄
物

同上 　同上

静岡一般廃棄物処理業
協同組合（12社）
清水一般廃棄物処理業
協同組合（22社）

平成25年10月10日

149 土木
災害時における応急対策
業務に関する協力協定

　公共施設の被害状況の調査及び応急危険度
　判定
　道路の啓開
　公共施設の災害応急復旧工事

(社)静岡建設業協会 平成17年8月25日

150 土木 同上 　同上 (社)清水建設業協会 平成17年8月25日

151 土木 同上 　同上
静岡市清水区蒲原建設
業組合

平成19年3月13日

152 土木 同上 　同上 由比建設業協力会 平成20年12月25日

153 土木 同上 　同上
(協会非加盟)
 土木建設業者等

平成17年2月～

154 土木
災害時における測量設計
等業務委託に関する協定

　公共施設の被害状況把握
　測量、設計、用地測量及び用地調査業務

(社)静岡県測量設計業協
会

平成19年3月13日

155 土木
災害時における地質調査
等業務委託に関する協定

　地質調査等業務
　災害応急復旧工事に必要な測量設計等業務

静岡県地質調査業
協会

平成19年3月13日
土木部
道路部

156 土木
災害時における応急対策
業務に関する協定

　公共施設の被害状況の調査
　公共施設の災害復旧工事の実施

静岡市造園緑化協会 平成20年７月29日 都市計画部

157 土木
災害時における応急対策
業務に関する協定

公共施設の被害状況の調査（海岸・漁港等の施設）
公共施設の災害復旧工事の実施（海岸・漁港等の
施設）

（一社）全日本漁港建設
協会　静岡県支部

令和７年５月30日 農政部

環境局
建築部
農政部
土木部
道路部
水道部

下水道部

建築部

環境局
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158
遺体
処理

災害時における応急対策
活動の協力に関する協定

　遺体の収容及び安置並びにこれらに必要な
　資機材、消耗品及び葬儀式場等の施設の提供

(社)全日本冠婚葬祭互助
協会

平成14年11月29日
(旧静岡市）
平成12月4月17日

159
遺体
処理

同上 　同上
静岡県葬祭業
協同組合

平成31年3月7日

　災害時等における避難地及び避難所への避難
　誘導
　避難地及び避難所の運営のための職員を配置
　避難旅客に係る物資、食糧等の準備及び提供

　住宅相談窓口を開設し、市民の住宅復興に
　資する情報の提供
　被災したものに係る住宅融資の措置

163 相談
災害時における市民への
復興まちづくりの助言に関
する協定

　災害時における市民への復興まちづくりの助言
（公社）日本技術士会
中部本部静岡県支部

平成28年3月21日 都市計画部

164 相談
大規模災害時における被
災者支援協力に関する協
定

　被災者に対して行う被災者法律相談 静岡県行政書士会 令和7年2月6日

165 相談
災害時における被災者支
援のための司法書士業務
に関する協定

　同上 静岡県司法書士会 平成27年4月21日

166 相談
災害時相談業務等に関す
る協定

　被災者に対して行う被災者支援活動 静岡県弁護士会 平成29年3月29日

167
その
他

災害時の動物救護活動に
関する協定

　災害時における被災動物の救護活動の協働 静岡市獣医師会 令和8年3月9日
保健衛生
福祉部

168
その
他

災害時等における静岡市
指定金融機関の事務取扱
に関する協定

　災害時等における公金事務の円滑な実施の確保
静岡市指定金融機関
（(株)静岡銀行及び(株)清
水銀行）

平成26年3月25日 会計室

169
その
他

静岡市災害ボランティア本
部の設置及び運営に関す
る協定

　災害ボランティア本部の設置及び運営等
（福）静岡市社会福祉協
議会

令和7年3月19日 観光文化・市民局

160

　避難誘導電柱広告の設置

建築部

危機管理局

保健衛生
医療部

観光文化・市民局

162

災害時における新幹線駅
（静岡駅）の鉄道旅客の避
難誘導等に関する協定

161

東海旅客鉄道㈱
 静岡支社

平成13年12月21日

避難誘導電柱広告に関す
る協定

避難
誘導

避難
誘導

相談
災害時における住宅の早
期復興に向けた協力に関
する協定

 
独立行政法人
住宅金融支援機構

平成28年３月31日

平成28年８月18日
中電興業㈱静岡支社
東海広業㈱
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第１ 章 総則 

 （ 目的）  

第１ 条 こ の計画は、 東日本大震災での経験を 踏ま え、 迅速性と 適切性を も っ た支援を 実現

する ため、 広域・ 大規模災害における 広域支援のあり 方を 定めた「 広域・ 大規模災害時に

おける 指定都市市長会の確認事項」 に基づき 、 広域・ 大規模災害の発生当初において、 緊

急の支援が必要と さ れる 応急・ 復旧期を中心に、 基礎自治体と し ての災害対応力と 大都市

と し ての総合力を 有する 指定都市が緊密に連携を 図り 、 指定都市市長会と し て一体と なっ

て被災地支援に取り 組むため必要な事項を 定める こ と を 目的と する 。  

 

 

 （ 支援の内容）  

第２ 条 各指定都市は、 こ の計画に基づき 、 他の支援の枠組み等と 連携を 図り ながら 、 災害

応急対策を 中心と し た災害対応業務のう ち、 避難所の運営、 建物被害認定調査及び罹災証

明書の交付のほか、 本計画以外の仕組み等において対象と し ていない業務を 行う も のと す

る 。  

 

 

 （ 地域ブロ ッ ク ）  

第３ 条 地域ブロ ッ ク は、 別表１ のと おり と する 。 ただし 、 南海ト ラ フ 地震における 応急対

策職員派遣制度アク ショ ン プラ ンが適用さ れる 場合は、 当該アク ショ ンプラ ンの定めによ

る も のと する 。  
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第２ 章 警戒体制・ 準備体制 

 （ 警戒体制）  

第４ 条 国内のいずれかの市区町村において、 こ の計画を 適用する 災害が発生する 可能性が

ある 場合には、 各指定都市及び指定都市市長会事務局（ 以下「 事務局」 と いう 。） は、 緊

急の連絡調整を 行える よ う 、 警戒体制をと る も のと する 。  

 

 

 （ 準備体制）  

第５ 条 国内のいずれかの市区町村において、 震度６ 弱以上の地震が観測さ れた場合又は大

雨特別警報が発表さ れた場合、 も し く はそれに相当する 災害が発生し たと 考えら れる 場合

には、 各指定都市及び事務局は、 こ の計画の適用を 判断する ために必要な被災地の情報収

集及び各指定都市、 総務省、 全国知事会、 全国市長会、 全国町村会等と の連絡調整を 行う

ために、 準備体制を と る も のと する 。  

２  前項に定める 準備体制は、 次のと おり と する 。  

 ⑴ 事務局は、指定都市市長会中央連絡本部（ 以下「 中央連絡本部」 と いう 。） を 設置する 。  

 ⑵ 中央連絡本部の本部長（ 以下「 中央連絡本部長」 と いう 。） は、 事務局の事務局長が務

める 。  

 ⑶ 中央連絡本部は、 事務局に置き 、 事務局職員によ り 構成する 。  

⑷ 別表１ に定める 被災地域ブロ ッ ク の現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市は、 原則と し

て被災地域ブロ ッ ク 内の指定都市へ情報連絡員（ 以下「 リ エゾ ン」 と いう 。） を 派遣し 、

指定都市市長会現地連絡本部（ 以下「 現地連絡本部」 と いう 。） を 設置する も のと する 。

派遣に当たっ ては、関係省庁・ 関係団体の対応状況や、事前に電話等によ り 情報収集し た

被害状況等を 考慮の上、 判断する も のと する 。 なお、 関係省庁・ 関係団体の対応状況につ

いては中央連絡本部が情報収集する も のと する 。  

 ⑸ 現地連絡本部の本部長（ 以下「 現地連絡本部長」 と いう 。） は、 現地支援（ 連絡） 本部

設置担当都市の行動計画担当部署の局長級職員が務める 。  

 ⑹ 現地連絡本部は、 現地連絡本部長が指定する 場所に置き 、 別表１ に定める 被災地域ブ

ロ ッ ク の現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市及び第８ 号に基づき 被災地に派遣さ れた支

援隊派遣都市の職員によ り 構成する 。  

⑺ 中央連絡本部長は、 複数の指定都市が被災し た場合や現地連絡本部から の情報等によ

り 、 被災地の情報収集のために更なる リ エゾ ン が必要と 考えら れる 場合には、 被災地へ

リ エゾ ンを 派遣する こ と について、 別表１ に定める 被災地域ブロ ッ ク の支援隊派遣都市

に依頼する も のと する 。  

⑻ 別表１ に定める 被災地域ブロ ッ ク の支援隊派遣都市は、 前号の依頼があっ たと き は、

被災地へリ エゾ ン を 派遣する も のと する 。  

３  現地連絡本部は、 原則と し て被災地域ブロ ッ ク 内の指定都市の情報収集を 行い、 中央連

絡本部に報告する も のと する 。  

４  各指定都市は、 自市が収集し た情報を 中央連絡本部に報告する も のと する 。  

５  中央連絡本部は、指定都市以外の被災自治体の情報を総務省等から 収集する も のと する 。 

６  中央連絡本部は、 各指定都市（ 現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市及び支援隊派遣都市

を 含む。） 等から 収集し た情報を 会長市及び危機管理担当市に報告する と と も に、 各指定都
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市に情報提供する も のと する 。  

７  会長市、 危機管理担当市及び中央連絡本部は、 収集し た情報に基づき 、 こ の計画の適用

に関する 協議を 行う 。  

８  中央連絡本部及び現地連絡本部は、 被災地の状況、 支援の進捗等に応じ て、 中央連絡本

部については、 第７ 条第９ 項に規定する 役割を 、 現地連絡本部は、 第８ 条第７ 項に規定す

る 役割を 担う こ と ができ る も のと する 。  

９  準備体制に必要なその他の事項については、 会長が別に定める も のと する 。  
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第３ 章 行動計画の適用決定・ 支援の実施 

 （ 行動計画の適用決定）  

第６ 条 会長は、 前条第７ 項の協議内容や応急対策職員派遣制度及び南海ト ラ フ 地震におけ

る 応急対策職員派遣制度アク ショ ン プラ ン （ 以下「 応急対策職員派遣制度等」 と いう 。）

の適用状況を 踏ま え、 指定都市市長会と し ての被災地支援を 行う 必要がある と 認めたと き

は、 こ の計画の適用を決定する 。  

２  会長は、 前項の規定によ り 、 こ の計画を 適用し たと き は、 各指定都市の市長並びに総務

省、 全国知事会、 全国市長会及び全国町村会に速やかに通知等する も のと する 。  

 

 

 （ 中央支援本部の設置）  

第７ 条 会長は、 こ の計画を 適用し た場合には、 速やかに指定都市市長会中央支援本部（ 以

下「 中央支援本部」 と いう 。） を 設置する も のと する 。  

２  中央支援本部は、 中央連絡本部の事務を 引き 継ぐ も のと する 。  

３  中央支援本部の本部長（ 以下「 中央支援本部長」 と いう 。） は会長が務める 。  

４  中央支援本部の副本部長（ 以下「 中央支援副本部長」 と いう 。） は危機管理担当市長が務

め、 中央支援本部長への助言及び中央支援本部長の職務を 補佐する 。  

５  中央支援本部は、 原則と し て事務局に置き 、 事務局職員によ り 構成する 。  

６  中央支援本部長は、 中央支援本部の機能確保のために更なる 職員が必要な場合には、 各

指定都市東京事務所及び別表１ に定める 被災地域ブロ ッ ク の中央支援本部派遣グループ

（ 又は派遣都市） の職員を中央支援本部へ派遣する こ と について、 各指定都市の市長に要

請する も のと する 。  

７  各指定都市の市長は、 前項の要請があっ たと き は、 中央支援本部へ職員を 派遣する も の

と する 。  

８  中央支援本部長は、 中央支援本部を 設置し たと き は、 各指定都市の市長に速やかに通知

する も のと する 。  

９  中央支援本部の役割は、 次のと おり と する 。  

⑴ 総務省、全国知事会、 全国市長会、 全国町村会等と の連絡調整（ 応急対策職員派遣制度

等に基づく 応援職員確保調整本部（ 以下「 確保調整本部」 と いう 。） が設置さ れた場合に

は、 確保調整本部への参加を 含む。）  

⑵ 会長市、 危機管理担当市、 指定都市市長会現地支援本部（ 以下「 現地支援本部」 と い

う 。） 及びその他各指定都市と の連絡調整 

⑶ 報道機関等への情報提供 

⑷ 被災市区町村への対口支援（ 複数市によ る 共同支援を 含む。 以下同じ 。） の決定（ 確保

調整本部における 決定含む。）  

⑸ 前各号の規定によ る も ののほか、 中央支援本部によ る 調整が必要な事項 

１ ０  中央支援本部の組織等は、 会長が別に定める 。  

 

 

 

- 5 - 

 

 （ 現地支援本部の設置）  

第８ 条 別表１ に定める 被災地域ブロ ッ ク の現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市は、 こ の計

画が適用さ れた場合には、 原則と し て第５ 条第２ 項第４ 号の規定によ る リ エゾ ン 等によ

り 、 速やかに現地支援本部を 設置する も のと する 。 設置に当たっ ては、 関係省庁・ 関係団

体の対応状況や被災地の状況等を考慮の上、 判断する も のと する 。  

２  現地支援本部は、 現地連絡本部の事務を 引き 継ぐ も のと する 。  

３  現地支援本部の本部長（ 以下「 現地支援本部長」 と いう 。） は、 別表１ に定める 被災地

域ブロ ッ ク の現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市の市長が務める 。  

４  現地支援本部は、 現地支援本部長が指定する 場所に置き 、 別表１ に定める 被災地域ブロ

ッ ク の現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市及び被災地に派遣さ れた支援隊派遣都市の職員

によ り 構成する 。  

５  現地支援本部長は、 現地支援本部を設置し た場合には、 中央支援本部長に速やかに連絡

する も のと する 。  

６  中央支援本部長は、 現地支援本部長よ り 現地支援本部を 設置し た旨の連絡を 受けたと き

は、 各指定都市の市長、 総務省、 全国知事会、 全国市長会及び全国町村会に速やかに通知

等する も のと する 。  

７  現地支援本部の役割は、 次のと おり と する 。  

⑴ 被災地における 情報収集 

⑵ 中央支援本部と の連絡調整 

⑶ 被災地における 総務省、 全国知事会、 全国市長会、 全国町村会のリ エゾ ン及び被災都

道府県、 被災地域ブロ ッ ク 幹事都道府県、 他の支援の枠組み等と の連絡調整（ 応急対策

職員派遣制度等に基づく 応援職員確保現地調整会議（ 以下「 現地調整会議」 と いう 。）

が設置さ れた場合には、 現地調整会議への参加を 含む。）  

⑷ 被災市区町村への対口支援の調整 

⑸ 前各号の規定によ る も ののほか、 現地支援本部によ る 調整が必要な事項 

８  現地支援本部長は、 別表１ に定める 被災地域ブロ ッ ク の支援グループの指定都市だけで

は現地支援本部の機能確保が難し い場合には、 現地支援本部へ更なる 職員を 派遣する こ と

について、 中央支援本部長と 協議する も のと する 。  

９  中央支援本部長は、 前項の協議によ り 更なる 職員を 派遣する 必要がある と 認めたと き

は、 別表１ に定める 被災地域ブロ ッ ク の追加支援グループの指定都市と 協議の上、 支援隊

派遣都市と し て活動する 指定都市を 選定し 、 当該指定都市の市長に要請する も のと する 。  

 

 （ 対口支援の決定）  

第９ 条 被災市区町村への支援は、 原則と し て各指定都市によ る 対口支援によ り 行う も のと

する 。  

２  現地支援本部長は、 被災市区町村の被害状況、 支援需要等に基づき 、 中央支援本部長及

び被災地に派遣さ れた支援隊派遣都市の市長と 協議の上、 支援先候補の被災市区町村及び

支援元候補の指定都市を 決定する と と も に、 必要に応じ て、 当該被災市区町村の属する 被

災都道府県に連絡を 行う も のと する 。  
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３  現地支援本部長は、 支援の実施について、 支援先候補の被災市区町村の長と 協議する も

のと する 。  

４  現地支援本部長は、 前項の協議によ り 支援の実施について調整がついたと き は、 中央支

援本部長及び支援元の指定都市の市長に速やかに連絡する も のと する 。  

５  中央支援本部長は、 現地支援本部長から 前項の連絡を 受けたと き は、 支援元の指定都市

に支援の実施を 依頼する と と も に、 総務省、 全国知事会、 全国市長会及び全国町村会に連

絡する も のと する 。  

６  応急対策職員派遣制度等に基づく 確保調整本部が設置さ れている 場合には、 中央支援本

部長は、 第２ 項から 前項ま での規定によ ら ず、 確保調整本部に参加し 、 被災市区町村への

対口支援の調整及び決定を する も のと する 。  

 

 

 （ 対口支援の実施）  

第１ ０ 条 支援元の指定都市の市長は、 前条第５ 項の依頼を 受けたと き は、 速やかに支援の

準備を し 、 準備が整い次第、 支援を 開始する と と も に、 支援の実施状況について、 中央支

援本部長及び現地支援本部長に報告する も のと する 。  

２  中央支援本部長及び現地支援本部長は、 各指定都市の支援の実施に必要な情報を 収集し

たと き は、 各指定都市に情報提供する も のと する 。  

 

 

 （ 総括支援チームの派遣）  

第１ ０ 条の２  応急対策職員派遣制度等における 総括支援チームの派遣要請があっ た場合、

中央支援本部長は現地支援本部長と 協議の上、 支援元候補の指定都市を決定する も のと す

る 。  

 

 

 （ 現地支援本部の機能継承）  

第１ １ 条 現地支援本部長は、 被災地の状況、 支援の進捗等に応じ て、 中央支援本部長と 協

議し 、 総務省、 全国知事会、 全国市長会及び全国町村会の動向等を 勘案の上、 現地支援本

部の機能を 中央支援本部に継承する こ と ができ る 。  

２  中央支援本部長は、 前項の規定によ り 機能継承があっ たと き は、 各指定都市の市長、 総

務省、 全国知事会、 全国市長会及び全国町村会に速やかに通知等する も のと する 。  

 

 

 （ 対口支援の終了）  

第１ ２ 条 支援元の指定都市の市長は、 被災地の状況、 支援の進捗等に応じ て、 支援の終了

時期について、 支援先の被災市区町村の長と 協議する も のと する 。  

２  支援元の指定都市の市長は、 前項の協議によ り 、 支援の終了時期が決定し たと き は、 中

央支援本部長及び現地支援本部長に速やかに連絡する も のと する 。  

３  支援元の指定都市の市長は、 支援を終了し たと き は、 中央支援本部長及び現地支援本部
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長に速やかに報告する も のと する 。  

４  中央支援本部長は、 前項の報告があっ たと き は、 各指定都市の市長、 総務省、 全国知事

会、 全国市長会及び全国町村会に速やかに通知等する も のと する 。  
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第４ 章 行動計画の適用終了 

 （ 現地支援本部及び中央支援本部の解散）  

第１ ３ 条 中央支援本部長は、 一の現地支援本部の全ての対口支援が終了し たと き は、 その

現地支援本部長と 協議の上、 当該現地支援本部を 解散する と と も に、 各指定都市の市長、

総務省、 全国知事会、 全国市長会及び全国町村会に速やかに通知等する も のと する 。  

２  中央支援本部長は、 全ての現地支援本部が解散し たと き 又は第１ １ 条第１ 項の規定によ

り 現地支援本部の機能を 中央支援本部に継承し た上で全ての対口支援が終了し たと き は、

中央支援本部を 解散し 、 こ の計画の適用を 終了する と と も に、 各指定都市の市長、 総務

省、 全国知事会、 全国市長会及び全国町村会に速やかに通知等する も のと する 。  

 

 

 （ 行動計画の適用終了後の連絡調整）  

第１ ４ 条 事務局は、 こ の計画の適用を終了し た後も 、 必要に応じ て、 各指定都市、 総務

省、 全国知事会、 全国市長会、 全国町村会等と の連絡調整を 行う も のと する 。
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第５ 章 補足事項 

 （ 各指定都市及び事務局が被災し た場合等の対応）  

第１ ５ 条 会長は、 会長市が被災し 、 こ の計画によ る 会長の役割を 果たすこ と が困難な場合

は、 会長の権限を 、 指定都市市長会副会長（ 以下「 副会長」 と いう 。） に委任する こ と がで

き る 。 こ の場合において、 委任は指定都市市長会の会長代理の順に従い行う も のと する 。  

２  会長の権限を 委任さ れた副会長は、 中央支援本部の本部長を務める 。  

３  事務局が被災し 、 中央連絡本部の設置ができ ない場合は、 別表２ に従い事務局と は別に

中央連絡本部を 設置し 、 第５ 条に規定する 役割を 担う 。 こ の場合において、 第５ 条第２ 項

第２ 号の規定にかかわら ず、 当該中央連絡本部を 設置し た都市の行動計画担当部署の局長

級職員が中央連絡本部長を 務め、 各指定都市に速やかに連絡する も のと する 。  

４  前項の規定を適用し た場合において、 本計画を 適用する 時点でなお事務局がその役割を

果たすこ と が困難なと き は、 会長は、 前項の規定によ り 中央連絡本部を 設置し た指定都市

に中央支援本部を 設置し 、 当該指定都市は、 第７ 条に規定する 役割を 担う 。 こ の場合にお

いて、 中央支援本部長は、 各指定都市に速やかに通知する も のと する 。  

５  前２ 項の規定に基づき 中央連絡本部又は中央支援本部を 設置し た指定都市は、 事務局が

その役割を 果たすこ と が可能と なっ た場合は、 事務局へ継承する 。 こ の場合において、 中

央連絡本部長又は中央支援本部長は、 各指定都市に速やかに連絡する も のと する 。  

６  別表１ に定める 現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市が被災し 、 現地支援（ 連絡） 本部の設

置ができ ない場合は、 会長は別表１ の備考に定める 順位に従い現地支援（ 連絡） 本部設置

担当都市を 指定し 、 当該指定都市の市長に現地支援（ 連絡） 本部の設置を 依頼する も のと

する 。  

７  上記のほか、 災害の状況によ り 別表１ 及び別表２ の割り 振り によ り 難い場合は、 会長又

は中央支援本部長が別途割り 振り を 定める も のと する 。  

 

 

 （ 他の災害支援の枠組みと の関係）  

第１ ６ 条 こ の計画の実施に当たっ ては、 国の応急対策職員派遣制度など の広域支援や全国

知事会の支援の枠組みと 積極的かつ柔軟に連携・ 協力し ながら 行う も のと する 。  

２  こ の計画は、 ２ １ 大都市災害時相互応援に関する 協定、 各指定都市の災害時相互応援協

定等によ る 各指定都市の支援の実施を 妨げない。  

 

 

 （ 費用負担）  

第１ ７ 条 こ の計画に基づき 、 各指定都市が支援先の被災市区町村に対し て実施し た支援に

要し た費用の負担は、 法令の定めによ る ほか、 各指定都市と 支援先の被災市区町村又は当

該被災市区町村を 包括する 被災都道府県と が協議し て定める も のと する 。  

２  中央支援（ 連絡） 本部及び現地支援（ 連絡） 本部の運営に係る 費用のう ち、 各指定都市が

派遣又は提供する 職員、機材等に係る 費用については、原則と し て各指定都市の負担と し 、

指定都市市長会と し て新たに共同で調達する 必要が生じ た機材等に係る 費用で会長が別に

定める も のについては、 法令によ り 別に請求でき る 費用を 除き 、 全ての指定都市の共同負

担と する 。  
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 （ 公務災害補償）  

第１ ８ 条 こ の計画に基づき 、 各指定都市から 派遣さ れた職員が、 公務上、 負傷し 、 疾病に

かかり 又は死亡し た場合における 公務災害補償については、 派遣し た指定都市が行う 。 通

勤に係る 災害についても 同様と する 。  

２  こ の計画に基づき 各指定都市から 派遣さ れた職員が、 公務上第三者に損害を 与えた場合

において、その損害が当該公務の従事中に生じ たも のについては、被災市区町村が賠償し 、

被災市区町村への往復の途中に生じ たも のについては、 当該職員を 派遣し た指定都市が賠

償する 。  
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第６ 章 平時における 準備 

 （ 平時から の連携）  

第１ ９ 条 各指定都市は、 あら かじ めこ の計画の実施に関する 連絡担当部局を 定め、 事務局

に報告する も のと する 。 連絡担当部局を変更し たと き も 同様と する 。  

２  事務局は、 前項の規定によ る 報告を 受けた場合は、 その状況を と り ま と め、 速やかに各

指定都市に通知する も のと する 。  

３  事務局は、 こ の計画によ る 支援の実効性を 高める ため、 平時から 、総務省、 全国知事会、

全国市長会、 全国町村会等と 情報交換や必要な調整を 行う など 、 連携関係の構築に努める

も のと する 。  

 

 

 （ 研修、 訓練等の実施）  

第２ ０ 条 指定都市市長会は、 発災時における こ の計画によ る 円滑な支援を 確保する ため、

必要に応じ て研修や訓練等を 実施する と と も に、 受援計画の策定等発災時における 支援の

円滑な受入れに資する 取組の促進に努める も のと する 。  

 

 

第７ 章 その他 

（ 委任）  

第２ １ 条 こ の計画の実施に関し 必要な事項又はこ の計画に定めのない事項については、 会

長が別に定める も のと する 。  

 

 

 （ 実施モデル）  

第２ ２ 条 こ の計画に基づき 、 各指定都市及び事務局が活動する ためのマニュ アルと し て、

「 広域・ 大規模災害時における 指定都市市長会行動計画実施モデル」を 定める も のと する 。  

 

 

（ 附 則）  

こ の計画は、 平成２ ６ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

こ の計画は、 平成２ ９ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

 こ の計画は、 平成３ ０ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

 こ の計画は、 平成３ １ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

こ の計画は、 令和２ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

こ の計画は、 令和３ 年６ 月２ ４ 日から 施行する 。  

こ の計画は、 令和４ 年７ 月２ ０ 日から 施行する 。  

こ の計画は、 令和５ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

こ の計画は、 令和６ 年４ 月１ 日から 施行する 。  

こ の計画は、 令和７ 年４ 月１ 日から 施行する 。  
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こ の計画は、 令和７ 年１ ０ 月２ ４ 日から 施行する 。
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別表１ （ 第３ 条関係）  

 

被災地域 
ﾌﾞ ﾛｯｸ 

（ ※１ ）  

都道府県 
（ ※１ ）  

指定都市（ ※１ ）  

支援 
ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  

現地支援（ 連絡） 本部 
設置担当都市 

及び支援隊派遣都市 
（ ※２ ～６ ）  

追加支援 
ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
( ※７ )  

中央支援 
本部 

派遣ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
（ ※８ ）  

北海道東北 
ﾌﾞ ﾛｯｸ（ A）  

北海道・ 青森県・  
岩手県・ 宮城県・  
秋田県・ 山形県・  
福島県・ 新潟県 

Aｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
①仙台市 
②札幌市 
③新潟市 

①Bｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
②Cｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
③Dｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
④E ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
⑤F ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  

Dｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  

関東 
ﾌﾞ ﾛｯｸ（ B）  

茨城県・ 栃木県・  
群馬県・ 埼玉県・  
千葉県・ 東京都・  
神奈川県・ 山梨県 

Bｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  

①横浜市 
②さ いたま 市 
③川崎市 
④千葉市 
⑤相模原市 

①Aｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
②Cｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
③Dｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
④E ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
⑤F ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  

E ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  

中部 
ﾌﾞ ﾛｯｸ（ C）  

富山県・ 石川県・  
長野県・ 岐阜県・  
静岡県・ 愛知県・  
三重県 

Cｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
①静岡市 
②浜松市 
③名古屋市 

①Dｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
②Bｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
③Aｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
④E ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
⑤F ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  

F ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  

関西 
ﾌﾞ ﾛｯｸ（ D）  

福井県・ 滋賀県・  
京都府・ 大阪府・  
兵庫県・ 奈良県・  
和歌山県 

Dｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  

①神戸市 
②京都市 
③大阪市 
④堺市 

①Cｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
②E ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
③F ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
④Bｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
⑤Aｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  

Aｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  

中国・ 四国 
ﾌﾞ ﾛｯｸ（ E）  

鳥取県・ 島根県・  
岡山県・ 広島県・  
山口県・ 徳島県・  
香川県・ 愛媛県・  
高知県 

E ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
①岡山市 
②広島市 

①F ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
②Dｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
③Cｸﾞ ﾙー ﾌ 
④Bｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
⑤Aｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  

Bｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  

九州 
ﾌﾞ ﾛｯｸ（ F）  

福岡県・ 佐賀県・  
長崎県・ 熊本県・  
大分県・ 宮崎県・  
鹿児島県・ 沖縄県 

F ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
①北九州市 
②福岡市 
③熊本市 

①E ｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
②Dｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
③Cｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
④Bｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  
⑤Aｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  

Cｸﾞ ﾙー ﾌﾟ  

 

備考 

※１  被災地域ブロ ッ ク 、 都道府県及び指定都市は、「 応急対策職員派遣制度」（ 総務省） の別表に適応し たも のである 。  

※２  現地支援本部は、 災害発生時に被災地域の現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市である 都市が設置する 。  

※３  現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市は、「 現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市及び支援隊派遣都市」 欄の○数字の順番で年度ごと

の輪番と する 。 ただし 、 当該年度の現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市が会長市であっ た場合は、 次順位の都市が現地支援（ 連絡）

本部設置担当都市を 担う 。  

※４  当該年度の現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市が被災等によ り 現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市を 担う こ と ができ ない場合は、  

次順位の都市が現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市を 担う 。  

※５  現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市以外の都市は、 支援隊派遣都市と し て活動する 。  

※６  支援グループ内の全都市が被災等によ り 現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市を担う こ と ができ ない場合は、「 追加支援グループ」

欄の○数字の順番に基づき 追加支援グループを決定し 、 当該グループにおいて、 災害発生時に現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市

である 都市が現地支援（ 連絡） 本部の設置を 担う 。 ただし 、 追加支援グループの内の現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市が被災等に

よ り 現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市を担う こ と ができ ない場合は、 同一グループ内の次順位の都市が現地支援（ 連絡） 本部設

置担当都市を 担う 。  

※７  一の支援グループによ り 現地支援本部の運営が困難な場合は、 現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市から の依頼に基づき 、 中央支

援本部は、 追加支援グループの内から ○数字の順番に基づき 、 現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市、 追加支援グループの都市及び

中央支援本部にて協議のう え、 支援隊派遣都市と し て活動する 都市を選定し 、 追加する 。  

※８  中央支援本部派遣都市は、 災害発生時に中央支援本部派遣グループ内で現地支援（ 連絡） 本部設置担当都市である 都市が担う 。  
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別表２ （ 第１ ５ 条関係）  
 

優先順位１  優先順位２  

危機管理担当市 副会長市（ 会長代理の順）（ ※１ ）  

 

※１  第１ ５ 条第１ 項の規定によ り 、 副会長が会長の権限を委任さ れた場合は、 次順と する 。  
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２１大都市災害時相互応援に関する協定 
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２１大都市災害時相互応援に関する協定 

 
札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、東京都、川崎市、横浜市、相模原市、

新潟市、静岡市、浜松市、名古屋市、京都市、大阪市、堺市、神戸市、岡山市、

広島市、北九州市、福岡市及び熊本市（以下「大都市」という。）は、大都市に

おいて災害が発生し、災害を受けた都市（以下「被災都市」という。）独自では

十分な応急措置が実施できない場合に、被災都市の要請にこたえ、災害を受け

ていない都市が友愛的精神に基づき、相互に救援協力し、被災都市の応急対策

及び復旧対策を円滑に遂行するため、次のとおり協定する。 
 

（応援の種類） 
第１条 応援の種類は、次のとおりとする。 

⑴ 食料、飲料水及び生活必需物資並びにその供給に必要な資器材の提供 
⑵ 被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な資器材及び物資

の提供 
⑶ 救援及び救助活動に必要な車両及び舟艇等の提供 
⑷ 救助及び応急復旧に必要な医療系職、技術系職、技能系職等職員の派遣 
⑸ 前各号に掲げるもののほか、特に要請があった事項 
（応援要請の手続） 

第２条 応援を要請する都市（以下「応援要請都市」という。）は、原則として、

次の事項を明らかにし、第５条に定める連絡担当部局を通じて、口頭、電話

又は電信により応援を要請し、後日、速やかに文書を送付するものとする。 
⑴ 被害の状況 
⑵ 前条第１号から第３号までに掲げる応援を要請する場合にあっては、物

資等の品名、数量等 
⑶ 前条第４号に掲げる応援を要請する場合にあっては、職員の職種及び人

員 
⑷ 応援場所及び応援場所への経路 
⑸ 応援の期間 
⑹ 前各号に掲げるもののほか、必要な事項 
（実施） 

第３条 応援を要請された都市は、極力これに応じ救援に努めるものとする。 
２ 被災都市以外の都市は、通信の途絶等により被災都市との連絡が取れない

場合で、緊急に応援を行う必要があると認められるときは、自主的な判断に

より応援を行うことができるものとする。 
３ 自主出動した都市は、応援内容等を被災都市に速やかに連絡する。 
４ 自主出動した都市は、応援に必要な情報の収集をし、その情報を被災都市

に提供する。また、応援活動にあたっては、自律的活動に努めるものとする。 

－
3
3
4
－



 

 

（応援経費の負担） 
第４条 応援に要した経費は、原則として応援を要請する都市の負担とする。 
２ 前条第２項に定める応援に要した経費の負担は、応援を受けた都市と応援

した都市（以下「応援都市」という。）が協議して定める。 
３ 応援要請都市が、第１項に規定する経費を支弁するいとまがなく、かつ、

応援要請都市から要請があった場合は、応援都市は、一時繰替支弁するもの

とする。 
（連絡担当部局） 

第５条 大都市は、あらかじめ相互応援のための連絡担当部局を定め、災害が

発生したときは、速やかに情報を相互に連絡するものとする。 
（資料の交換） 

第６条 大都市は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、毎年１回地

域防災計画その他参考資料を相互に交換するものとする。 
（その他） 

第７条 この協定の実施に関し必要な事項及びこの協定に定めのない事項は、

大都市が協議して定めるものとする。 
第８条 この協定を証するため、本協定書２１通を作成し、各都市は記名押印

の上、各１通を保有する。 
 

附 則 
１ この協定は、昭和６１年１０月２３日から効力を生ずる。 
２ 次に掲げる覚書は、廃止する。 
（１）大阪市、名古屋市、京都市、横浜市、神戸市、北九州市、札幌市、川崎

市、福岡市及び広島市が締結した指定都市災害救援に関する覚書  （昭和

３５年５月１３日締結） 
（２）東京都、川崎市、横浜市、名古屋市、京都市、大阪市及び神戸市が締結

した七大都市震災相互応援に関する覚書（昭和５０年６月６日締結） 
附 則 

１ この協定は、平成２年２月２２日から効力を生ずる。 
２ 「１１大都市災害時相互応援に関する協定」は、廃止する。 

附 則 
１ この協定は、平成５年１月２６日から効力を生ずる。 
２ 「１２大都市災害時相互応援に関する協定」は、廃止する。 

附 則 
１ この協定は、平成９年３月３１日から効力を生ずる。 

附 則 
１ この協定は、平成１５年４月１日から効力を生ずる。 
２ 「１３大都市災害時相互応援に関する協定」は、廃止する。 
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附 則 
１ この協定は、平成１７年４月１日から効力を生ずる。 
２ 「１４大都市災害時相互応援に関する協定」は、廃止する。 

附 則 
１ この協定は、平成１８年４月１日から効力を生ずる。 
２ 「１５大都市災害時相互応援に関する協定」は、廃止する。 

附 則 
１ この協定は、平成１９年４月１日から効力を生ずる。 
２ 「１６大都市災害時相互応援に関する協定」は、廃止する。 

附 則 
１ この協定は、平成２１年４月１日から効力を生ずる。 
２ 「１８大都市災害時相互応援に関する協定」は、廃止する。 

附 則 
１ この協定は、平成２２年４月１日から効力を生ずる。 
２ 「１９大都市災害時相互応援に関する協定」は、廃止する。 
 附 則 
１ この協定は、平成２４年４月１日から効力を生じる。 
２ 「２０大都市災害時相互応援に関する協定」は、廃止する。 
  
平成２４年１０月１日 
 

－
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情報に関する協定 
 

 

緊急情報放送に関する協定 

 

 静岡市（以下「甲」という。）と株式会社シティエフエム静岡（以下「乙」という。）は、緊急情報放送シス

テムの使用に関して、以下のとおり協定を締結する。 

（目的） 

第１条 この協定は、静岡市内に地震、風水害等の災害が発生し、又は発生する恐れがある場合に、緊急情報

放送を通じて被害の軽減を図り、もって市民生活の安全確保に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この協定における用語の意義は、次のとおりとする。 

(1) 「災害」とは、暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、津波、その他の異常な自然現象又は大規模な火事若し

くは爆発その他の非常の状態をいう。 

(2) 「緊急情報放送」とは、前条の目的を達成するため、甲の要請に基づき乙が必要があると認めるとき、

乙の所有する緊急情報放送システムを使用して、甲の行う他の放送に優先して行う臨時の放送をいう。 

（運用） 

第３条 緊急情報放送システムの運用に当たっては、乙の放送局としての番組編成を尊重し、次の各号に定め

る手順により放送するものとする。 

(1) 乙の生放送時間 

   ア 甲は、電話又はＦＡＸにより、乙が運用するスタジオあてに、緊急情報放送である旨を明示して概

要を送付する。 

   イ 乙は、緊急情報放送の概要を受信したときは、その内容を甲に確認したうえ直ちに他の放送に優先

してこれを放送し、それ以降においても状況を把握し、適時繰り返し放送を行う。 

(2) 前号に掲げる時間以外の時間又は特別の事情によりスタジオが無人となる時間 

   ア 甲は、緊急情報放送を行う必要があると認めるときは、乙の社員に緊急放送を行うことを連絡し、

その了解を得たうえ乙の所有する緊急情報放送システムを使用し放送中の番組を切り替えて緊急情報

放送を行う。 

   イ 甲は、緊急情報放送を行ったときは、その実施日時及び内容を速やかに文書により乙に報告するこ

ととする。 

   ウ 乙の社員が出社した場合は、乙から甲に直ちに連絡をとり、連絡後は、乙が緊急情報放送を継続す

る。 

(3) 災害の規模により、緊急情報放送の必要性が増大した場合は、双方協議のうえ、乙の社員を甲に派遣

し、緊急情報放送を行うこととする。 

(4) 緊急情報放送の訓練及び放送機器の機能・操作確認のための放送実施については、緊急情報放送シス

テムを使用し、定期的に防災情報放送を実施する。 

（費用の負担） 

第４条 緊急情報放送システムに関する費用の負担は、次のとおりである。 

(1) 甲は、前条２号アに規定する乙の所有する緊急情報放送システムの設備を別に締結する契約により有

償で借り上げ、電話・ＦＡＸ回線使用料は甲が負担する。 

(2) 乙は、緊急情報放送に要する費用を甲に請求しない。 

(3) 緊急情報放送の実施により同時刻に予定していた番組又はコマーシャルが放送できなかったときは、

乙と当該広告主等との間の協議によりその解決を図るものとする。 

（協議） 

第５条 この協定に定めのない事項が生じた場合は、甲乙双方が誠意をもって協議のうえ決定するものとする。 

（協定の改定） 

第６条 この協定は、甲又は乙の発議により、双方協議のうえ改定することができる。 
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（協定の期間） 

第７条 この協定の期間は、協議締結の日から平成 11 年３月 31 日までとする。ただし協定期間の満了１月前

までに甲乙双方から異議申立がない場合は、引き続き１年間協定期間を延長するものとし、以後も同様とす

る。 

 

 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各１通所有するものとする。 

 

平成 10 年４月１日 

                   甲   静岡市長 小 嶋 善 吉 

 

                      静岡市紺屋町 15 番地４ 

                   乙   株式会社シティエフエム静岡 

                  代表取締役 宮 川 巴 
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情報に関する協定 
 

 

災害時等における放送要請に関する協定 

 

（協定の趣旨） 

第１条 この協定は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 57 条及び大規模地震対策特別措置法（昭

和 53 年法律第 73 号）第 20 条の規定に基づき、清水市長（以下「甲」という。）が株式会社エフエムしみず

（以下「乙」という。）に放送を行うことを求めるときの手続きを定めるものとする。 

（放送の要請） 

第２条 甲は、災害対策基本法第 56 条の規定による通知又は警告が公衆電気通信設備、有線電気通信設備若し

くは無線設備により通信できない場合又は通信が著しく困難な場合においてその通信のため特別の必要があ

るときは、同法第 57 条の規定に基づき乙に対し、放送を行うことを求めることができる。 

２ 前項の規定は、甲が大規模地震対策特別措置法第９条に基づく警戒宣言が発せられたことを知った場合に

おいて、同法 20 条の規定に基づき乙に対し、放送を行うことを求めるときに準用する。 

（要請の手続） 

第３条 甲は乙に対し、次に掲げる事項を明らかにして要請するものとする。 

(１) 放送要請の理由 

(２) 放送事項 

(３) 放送日時等 

(４) その他必要な事項 

（放送の実施） 

第４条 乙は甲から要請を受けた事項に関して放送の形式、内容、時刻及び送信系統をそのつど自主的に決定

し、放送する。 

（連絡責任者） 

第５条 第３条に掲げる放送要請に関する事項の伝達及びこれに関する連絡を確実に、かつ、円滑に行うため、

甲及び乙はそれぞれ連絡責任者を定め、相互に届け出ておくものとする。 

（雑則） 

第６条 この協定の実施に関し必要な事項は、甲及び乙が協義して定めるものとする。 

（施行日） 

第７条 この協定は、平成８年６月２日から施行する。 

    

平成８年６月２日 

                  （甲） 清水市長 宮城島弘正 

 

                      清水市入船町１２番１号 

                  （乙） 株式会社エフエムしみず 

代表取締役 山田信司 
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災害時における臨時広報紙の配布に関する協定書 

 

 静岡市（以下「甲」という。）と○○○（以下「乙」＜別記＞という。）とは、静岡市の区域内に、災害対策

基本法（昭和36年法律第223号）第２条第１号に規定する災害が発生した場合（以下「災害時」という。）にお

ける臨時広報紙の配布について、次のとおり協定を締結する。 

（趣旨） 

第１条 この協定は、被災者に対する的確な情報提供を行うため、災害時に甲が発行する被災者の生活維持の

ために提供すべき情報等を掲載した印刷物（「臨時広報紙」という。）の配布の要請その他の協力事項につい

て定めるものとする。 

 （協力の要請） 

第２条 甲は、災害時であって乙の協力を必要とするときは、乙に対し、臨時広報紙の配布について、協力を

要請することができるものとする。 

２ 前項の規定による要請は、口頭又は電信若しくは電話により次に掲げる事項を連絡して行うものとし、甲

は、事後に臨時広報紙配布要請書（別紙１）を乙に提出するものとする。 

（１）配布要請者 

（２）配布要請日時 

（３）配布要請地域 

（４）配布要請部数及びその内訳 

（５）臨時広報紙受取場所 

（６）その他甲、乙協議により必要と認める事項 

３ 乙は、第１項の規定による要請を受けたときは、配布を行う際の安全性を検討した上で、可能な限り当該

要請に応じ臨時広報紙の配布を行うよう努めるものとする。 

 （情報の提供） 

第３条 甲は、乙に前条第１項の規定による要請を行おうとするときは、当該要請に係る配布要請地域の道路、

河川等の現況その他の被害に関する情報を乙に提供するよう努めるものとする。 

 （配布の範囲） 

第４条 甲が第２条第１項の規定による要請を行うことができる範囲は、静岡市域のうち乙の組合員が新聞の

配達を行う区域内の場所（以下「配達場所」という。）とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲は、配達場所以外の場所に臨時広報紙の配布を乙に依頼することができる。 

 （報告） 

第５条 乙は、第２条第１項の規定による要請を受けて配布を行ったときは、口頭又は電信若しくは電話によ

り甲に連絡し、事後に臨時広報紙配布業務報告書（別紙２）を甲に提出するものとする。 

 （経費の負担） 

第６条 第２条第１項の規定による要請を受けて乙が臨時広報紙の配布を行うに当たり要した経費は、第４条

第１項の規定により配布する分に係る費用を乙が、同条第２項の規定による依頼により配布する分に係る費

用を甲がそれぞれ負担する。 

２ 前項の規定にかかわらず、経費の負担に疑義が生じた場合は、災害時の直前における適正な価格を基準と

し、甲、乙が協議して両者の負担割合を決定するものとする。 

 （損害賠償） 

第７条 乙は、臨時広報紙の配布に従事する者が臨時広報紙の配布に係る業務上第三者に損害を与えたときは、

原則として、当該損害に係る賠償の責を負うものとする。この場合において、乙は、当該損害の状況を速や

かに甲に報告するものとする。 

 （幹事及び組合員の報告） 

第８条 乙は、静岡市○○新聞販売組合（以下「組合」＜別記＞という。）の幹事に変更があった場合には、速

やかに甲に変更後の幹事の氏名、連絡先等を報告するものとする。 

２ 乙は、４月１日時点の組合の構成員の名簿を、甲が指定する日までに甲に提出するものとする。 

 

 （情報の交換） 

第９条 この協定に定める事項を円滑に推進するため、甲及び乙は、必要に応じて情報の交換を行うものとす
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情報に関する協定 
る。 

 （有効期間） 

第10条 この協定の有効期間は、この協定の締結の日から平成26年３月31日までとする。ただし、有効期間満

了の日までに甲、乙いずれからも異議の申出がないときは、この期間は更に１年間延長するものとし、以後

も同様とする。 

２ 甲又は乙は、この協定の有効期間満了前にこの協定を解除しようとするときは、解除しようとする日の30

日前までに相手方に解除の申入れをしなければならない。 

 （協議） 

第11条 この協定に定めのない事項及びこの協定の実施に関し必要な事項は、その都度甲、乙協議して定める。 

 

 本協定の締結を証するため、本通２通を作成し、甲、乙両者記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

 

 

平成25年２月18日 

 

甲  静岡市葵区追手町５番１号 

                    静岡市長 田辺 信宏 

 

乙  （相手方及び所在地）＜別記＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜別記＞ 

 

■静岡市葵区宮ヶ崎町８番地          ■静岡市清水区大手一丁目３番１号 

静岡市葵区駿河区新聞販売組合         清水新聞販売組合 

幹事 森下 将明               組合長 清水 雅之 
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災害に係る情報発信等に関する協定 

 

静岡市（以下「甲」という。）及びヤフー株式会社（以下「乙」という。）は、災害に係る情報発信等に関し、

次のとおり協定（以下「本協定」という。）を締結する。 

 

（本協定の目的） 

第１条 本協定は、静岡市域内の地震、津波、台風、豪雨、洪水、暴風その他の災害に備え、甲がその市民に対

して必要な情報を迅速に提供し、甲と乙が互いに協力して様々な取組を行うことを目的とする。 

 （本協定における取組） 

第２条 本協定における取組は、次の各号のうち、甲及び乙の両者の協議により具体的な内容及び方法につい

て、合意が得られたものを実施するものとする。 

（１）乙が、甲の運営するホームページの災害時のアクセス負荷の軽減を目的として、甲の運営するホームペ

ージのキャッシュサイトを乙のサービス上に掲載し、一般の閲覧に供すること。 

（２）甲が、静岡市域内の避難所等の防災情報を乙に提供し、乙が、これらの情報を平常時から乙のサービス

上に掲載するなどして、一般に広く周知すること。 

（３）甲が、静岡市域内の避難勧告、避難指示等の緊急情報を乙に提供し、乙が、これらの情報を乙のサービ

ス上に掲載するなどして、一般に広く周知すること。 

（４）甲が、災害発災時の静岡市域内の被害状況、ライフラインに関する情報および避難所におけるボランテ

ィア受入れ情報を乙に提供し、乙が、これらの情報を乙のサービス上に掲載するなどして、一般に広く周

知すること。 

（５）甲が、静岡市域内の避難所等における必要救援物資に関する情報を乙に提供し、乙が、この必要救援物

資に関する情報を乙のサービス上に掲載するなどして、一般に広く周知すること。 

（６）乙が、乙の提供するブログサービスにおいて甲が運営するブログ(以下「災害ブログ」という）にアクセ

スするための web リンクを乙のサービス上に掲載するなどして、災害ブログを一般に広く周知すること。 

２ 甲及び乙は、前項各号の事項が円滑になされるよう、お互いの窓口となる連絡先及びその担当者名を相手

方に連絡するものとし、これに変更があった場合、速やかに相手方に連絡するものとする。 

３ 第１項各号に関する事項および同項に記載のない事項についても、甲及び乙は、両者で適宜協議を行い、

決定した取組みを随時実施するものとする。 

（費用） 

第３条 前条の規定に基づく甲及び乙の取組は別段の合意がない限り無償で行われるものとし、それぞれの対応

にかかる旅費・通信費その他一切の経費は、各自が負担するものとする。 

（情報の周知の方法等） 

第４条 乙は、甲から提供を受ける情報の周知に当たっては、乙が適切と判断する方法（提携先への提供、乙の

サービス以外のサービス上での掲載等を含む。）によることができる。ただし、乙は、本協定の目的以外のた

めに二次利用をしてはならないものとする。 

（本協定の期間） 

第５条 本協定の有効期間は、本協定締結日から１年間とし、期間満了前までにいずれかの当事者から他の当事

者に対し期間満了によって本協定を終了する旨の書面による通知がなされない限り、本協定はさらに１年間自

動的に更新されるものとし、以後も同様とする。 

 

 

（協議） 

第６条 本協定に定めのない事項及び本協定に関して疑義が生じた事項については、甲及び乙は、誠実に協議し
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情報に関する協定 

て解決を図る。 

 

以上、本協定締結の証として本書２通を作成し、甲、乙両者記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

2013年９月20日 

静岡市葵区追手町５番１号 

甲 

静岡市長  田辺 信宏 

 

東京都港区赤坂九丁目７番１号 

乙 ヤフー株式会社 

代表取締役  宮坂 学 
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防災への取り組みに関する協定書 

 

静岡市（以下「甲」といいます）と Google Ireland Limited（以下「乙」といいます）は、甲の地域

および住民に深刻な影響が及びうる大規模災害時への準備および対応についての甲と乙およびその関係

会社（以下「Google」といいます）の協力に関連する両当事者の合意を証するため、本協定書を締結しま

す。なお、本協定書は、甲および乙の双方が本書に署名または記名押印した日（以下「効力発生日」とい

います）からその効力を発生するものとします。 

 

第１条（災害対応サービス） 

1.  本協定書において、「災害対応サービス」とは、Google が提供する、自然災害や人道的危機（総称

して、以下「災害等」といいます）に際して、重要な情報をよりアクセスしやすい形で提供することを

目的とする製品およびサービスをいいます。本協定書の効力発生日における災害対応サービスの例には、

別紙１に記載するものがあります。なお、災害対応サービスの内容は、随時、追加、中止または変更さ

れることがあります。 

2.   Google は、甲の地域および住民に深刻な影響が及びうる災害等が生じた場合、その裁量により、災

害対応サービスを提供するか否か、および、その具体的な活動内容を決定します。 

 

第２条（本件協力） 

1.  甲は、甲の地域および住民に深刻な影響が及びうる災害等に関連する Google による災害対応サービ

スの開発および実施に協力すること（以下「本件協力」といいます）ができます。本件協力の例として、

以下に列挙する項目があります。 

(1)  甲が保有または管理する、災害対応サービスに関連する情報 （以下「本件情報」といいます）を提

供すること。 

(2)  災害対応サービスに関連する技術的な協力を行うこと。 

(3)  災害対応サービスについての広報に協力すること。 

(4)  その他、災害対応サービスの提供、改善、周知など、Google による災害対応サービスの開発および

実施に関連する事項を行うこと。 

2.  甲が本件協力を行うか否か、また、本件協力の対象とする項目については、甲の裁量により決定しま

す。甲は、本件協力を開始する場合でも、本件協力を特定の項目について実施および継続する義務を

Google に対して負うことはなく、また、その裁量により本件協力を随時、変更、中止または終了する

ことができます。ただし、本件協力の実施の方法については、Google と協議し同意を得るものとしま

す。 

3.  本協定書に基づき甲が乙に本件情報を提供する場合、別途当事者が合意する場合を除き、別紙２の条

件に従います。 

第３条（秘密保持義務及び広報等） 

本協定書に関連して相互に開示する非公開の情報の取り扱いについては、本協定書別紙３の条件に従う

ものとします。 

第４条（費用等） 

本協定書に関連して各当事者に生じる費用（甲については本件協力の実施のための費用を含み、乙につ

いては災害対応サービスの提供のための費用を含みます）については、別途両当事者が書面で同意する場

合を除き、甲および乙がそれぞれ自ら負担するものとします。 

 

－
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情報に関する協定 

第５条（期間等） 

1.  本協定書は、効力発生日よりその効力を生じ、１年間（以下、「当初期間」といいます）その効力を

有します。ただし、当初期間の末日から 30 日前までに両当事者のいずれかが相手方に対して書面によ

り終了の通知をしない限り、同一の条件で１年間自動的に更新されるものとし、以後、同様とします。 

2.  両当事者は、いずれも、相手方に対する書面による 30 日前の通知により、理由の如何を問わず、本

協定書を相手方に対する責任を負わずに終了することができます。 

3.  本協定書が終了した後も、 第３条、第４条、本項および第６条ならびに別紙２第３条および第４条

の規定は引き続きその効力を有するものとします。なお、本協定書が終了した後も、Google は、その

裁量により災害対応サービスの提供を行うことができるものとします。 

第６条（準拠法および裁判管轄） 

本協定書は日本法を準拠法とします。本協定書に関する紛争については、東京地方裁判所が専属的裁判管

轄を有するものとします。 

 

以上の合意を証するため、両当事者は本協定書を締結します。 

 

Google Ireland Limited 静岡市   

 

            

  

(Authorized Signature)   (署名) 

 

        田 辺 信 宏     

(Name)      (氏名) 

 

        静岡市長      

(Title)     （肩書） 

 

            

  

(Date)      （日付） 
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情報（郵便）に関する協定 
 

 

災害時等支援協力に関する覚書 

 

静岡市（以下「甲」という。）と静岡中央郵便局ほか 2 局の静岡市内普通郵便局及び東海郵政局管内特定郵便

局長業務推進連絡会静岡市連絡会会員である静岡市内特定郵便局（以下「乙」という。）は、日常業務及び静岡

市内に発生した大規模地震その他による災害時において、災害対策基本法（昭和 30 年法律第 223 号）、災害救

助法（昭和 22 年法律第 118 号）、静岡市地域防災計画その他関係法令に定めるもののほか、必要とする対応を

甲と乙が相互に協力し、円滑に遂行するため、次のとおり覚書を締結する。 

（用語の定義） 

第 1 条 この覚書において、「災害」とは災害対策基本法第 2 条第 1 号に定めるものをいう。 

（協力要請等） 

第 2 条 甲及び乙は、災害により静岡市内に災害が発生し、次の事項について必要が生じた場合は、相互に協

力を要請することができる。 

 (1) 甲が所有し、又は管理する施設及び用地の郵便物集積場所等としての提供 

 (2) 乙が所有し、又は管理する施設及び用地の物資集積場所等としての提供 

 (3) 乙による必要に応じた避難所への臨時郵便差出箱の設置 

 (4) 甲又は乙が収集した被災住民等の避難先及び被災状況等の安否情報の相互提供 

 (5) 郵便局掲示板への災害関連情報の掲示 

 (6) 甲が要請する他都市支援者の地理案内 

 (7) 乙による道路損壊等及び交通渋滞などの道路情報の提供 

 (8) 前各号に定めるもののほか、支援、協力できる事項 

（協力の実施） 

第 3 条 甲及び乙は、前条の規定による要請を受けたときは、その重要性を考慮し、可能な限り協力するよう

努めなければならない。 

（経費の負担） 

第 4 条 第 2 条に規定する協力要請に対して、協力した者が要した経費については、法令その他特段の定めが

あるものを除くほか、それぞれ要請した者が、適正な方法により算出した金額を負担するものとする。 

２ 前項の負担につき疑義が生じたときは、甲、乙協議の上、負担すべき額を決定する。 

（情報連絡員） 

第 5 条 乙は、静岡市災害対策本部に情報連絡員を置くことができる。 

（連絡体制の整備） 

第 6 条 甲及び乙は、第 2 条第 4 号に定める安否情報の連絡体制を整備するため、その方策について協議する

ものとする。 

（防災訓練等への参加） 

第 7 条 乙は、甲の行う防災訓練等に参加することができるものとする。 

（日常における情報提供） 

第 8 条 乙は、日常業務において、静岡市内の道路の陥没等破損箇所を発見した場合、甲へ情報提供するもの

とする。 

２ 前項の情報提供に係る甲の情報受理者は、その事務を所管する課の長とする。 

（情報の交換） 

第 9 条 甲及び乙は、相互の防災計画の状況、協力要請事項に関し、必要に応じて情報の交換を行うものとす

る。 

（連絡責任者） 

第 10 条 この覚書に関する連絡責任者は、甲においては静岡市総務部防災課長、乙においては静岡中央郵便局

総務課長とする。 

（協議） 

第 11 条 この覚書に定めのない事項については、その都度、甲、乙協議して定める。 

 

 

 

 資
料

編
５

－
７

 

（有効期間） 

第 12 条 この覚書は、平成 10 年 7 月 8 日からその効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって覚書の終

了を通知しない限り、その効力を持続する。 

 

 この覚書の締結を証するため、本書５通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自その１通を保有する。 

平成 10 年７月８日 

                   甲   静岡市長       小 嶋 善 吉 

 

                   乙   静岡市内普通郵便局 

静岡中央郵便局長    横 田 武 彦 

 

静岡南郵便局長     野 呂 昌 彦 

 

静岡西郵便局長     青 山  繁 

 

東海郵政局管内特定郵便局長業務推進連絡会 

静岡市連絡会会長 

静岡北瀬名郵便局長   浅 井 義 男 

   

※その他同様の覚書は以下のとおり。 

 平成９年 10 月９日 

                   甲   清水市長       宮 城 島 弘 正 

 

                   乙   清水市内郵便局長 

                       清水郵便局長      小 幡 迪 夫 

 

                       清水市内特定郵便局長代理 

                       清水矢倉郵便局長    青 島 守 邦 

 

 

 平成 10 年２月 10 日 

                   甲   由比町長       青 木  健 

 

                   乙   由比郵便局長      望 月 英 治 
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輸送に関する協定 
 

 
災害の発生時における輸送業務等の協力に関する協定書 

 

 静岡市（以下「甲」という。）と一般社団法人静岡県トラック協会（以下「乙」という。）は、次の

とおり、災害が発生し又は発生する恐れがある場合において、甲が乙に対して要請する物資等の緊急・

救援輸送等の協力に関する協定を次のとおり締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、静岡県内に災害が発生し又は発生する恐れがある場合において、甲から乙に対

して行う災害時等の物資の緊急・救援輸送業務等に関する協力要請に対し必要な事項を定める。 

 

（業務の内容） 

第２条 甲が乙に対し協力要請する業務は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）物資の緊急・救援輸送（車上受け、車上渡しを原則とする。） 

（２）資機材の提供 

（３）緊急・救援輸送業務に関する情報収集 

 

 （輸送等） 

第３条 乙又は乙の会員は、前条の規定による要請を受けたときは、可能な範囲において協力し、輸

送業務等を行うよう努める。 

 

（要請の手続き） 

第４条 甲は、第２条の規定により要請するときは、緊急・救援輸送要請書（様式１）を乙に提出す

るものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急を要する等やむを得ないときは、甲は、口頭又は電話等により要

請を乙又は乙の会員に行うことができるものとする。この場合において、甲は、事後すみやかに緊

急・救援輸送要請書を乙に提出するものとする。 

３ 甲は、乙の会員に直接要請したときは、乙に対しその旨を報告するものとする。 

４ 乙は、甲の要請により輸送業務を行ったときは、輸送内容を緊急・救援輸送実施報告書（様式２）

により甲に提出するものとする。 

５ 前４項を行うため、甲及び乙は、本協定に関する担当部署等を定めるとともに、電話番号その他

連絡に必要な事項を連絡体制表（様式３）によりあらかじめ相互に通知するものとする。 

 

 （経費の負担） 

第５条 第２条の規定による要請業務に係る経費のうち、甲の負担する額は、災害が発生する直前に

おける国が告示した標準的な運賃及び附帯する料金とし、使用した資機材費用については、甲乙協

議して定めるものとする。 

 

（損害賠償） 

第６条 甲は、その責に帰する理由により、事業用自動車及び作業時に使用する資機材を損傷又は滅

失した時は、その損害を補償する。 

 

 （災害補償） 

第７条 甲は、甲の指示により、第２条の規定による業務以外の業務に従事した乙の会員が、業務に

従事したことに起因し、当該乙の会員の責に帰することが出来ない事由により死亡し、負傷し、若

しくは疾病にかかり、又は障害の状態となったときは、静岡市消防団員等公務災害補償条例（平成

15年静岡市条例第289号）の規定に基づきその損害を補償する。ただし、甲は、当該従事者（乙の

会員）が他の法令等により療養その他の給付若しくは補償を受けたとき、又は事故の原因となった

第三者からの損害賠償を受けたときは、同一の事故については、これらの価格の限度において補償

の責を免れる。 
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（協定の有効期間） 

第８条 この協定の有効期間は、協定締結の日から令和３年３月３１日までとする。ただし、有効期

間満了の３０日前までに、甲又は乙がこの協定を終了する旨の意思表示を書面をもってしない限り

は、期間満了の翌日から起算して１年間、この協定と同一の条件をもって更新され、以降同様とす

る。 

 

（疑義等の決定） 

第９条 この協定に定めのない事項については、当該運送事業者が定めた運送約款（標準貨物自動車

運送約款を含む。）を準用するほか、疑義が生じた事項については、その都度、甲乙協議して定め

るものとする。 

附則 

  本協定発効と同時に平成２４年７月２５日付で締結した大規模災害時における輸送業務に関する

協定書、及び昭和５６年６月２５日付で締結した災害時における自動車輸送の協力に関する協定は、

その効力を失う。 

 

この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙がそれぞれ記名押印の上、各自１ 

通を保有するものとする。 

 

 令和３年２月３日 

                   甲 静岡市葵区追手町５番１号 

                        静岡市長 田 辺  信 宏 

乙 静岡県静岡市駿河区池田１２６－４ 

                     一般社団法人静岡県トラック協会 

会 長   佐 野  寛  
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輸送に関する協定 
 

漁船による緊急輸送活動に関する協定書 

 

静岡県（以下「甲」という。）と清水市（以下「乙」という。）と清水市漁業協同組合（以下「丙」

という。）とは、地震による災害が発生した場合における漁船による緊急輸送活動に関し、次のとおり

協定を締結する。 

（協定の趣旨） 

第１条 この協定は、静岡県地震対策推進条例（平成 8 年 3 月 22 日条例第１号）第 29 条第 3 項及び

第 35 条の規定に基づき、甲又は乙が、丙に対し、緊急輸送活動への協力を求める場合に必要な事

項を定めるものとする。 

（要請） 

第２条 甲は、地震による災害が発生し、海上における緊急輸送が最適と判断した場合であって、漁

船以外の船舶の確保が困難であると認めるときは、丙に対し、緊急輸送活動への協力を要請するこ

とができる。 

２ 乙は、地震による災害が発生し、海上における緊急輸送が必要であると認めるときは、丙に対し、

緊急輸送活動への協力を要請することができる。 

（要請の方法） 

第３条 前条の規定による要請は、様式第 1 号により緊急輸送活動の内容及び期間等を指定して、文

書で行う。ただし、文書で要請するいとまがないときは、無線、電話又は口頭で要請し、その後速

やかに文書を送付するものとする。 

２ 甲からの丙に対する要請は、乙を経由して行うものとする。 

（緊急輸送活動） 

第４条 甲又は乙が、丙に対して協力を要請する緊急輸送活動は、次に掲げる活動とする。 

（１）被災者（滞留者を含む。）の輸送活動 

（２）災害救助に必要な生活必需品等の輸送活動 

（３）災害応急対策の実施のために必要な人員、資機材等の輸送活動 

（緊急輸送活動の実施） 

第５条 丙は、第２条の規定による要請を受けたときは、所属する組合員（准組合員を含む。以下同

じ。）のうち漁船を所有する者の協力を得て、当該要請に基づく緊急輸送活動を実施するものとす

る。 

（活動報告） 

第６条 丙は、前条の緊急輸送活動を実施したときは、当該活動の終了後速やかに、様式第２号によ

りその状況を報告する。ただし、文書で報告するいとまがないときは、無線、電話又は口頭で報告

し、その後速やかに文書を送付するものとする。 

２ 甲に対する前項の規定による報告は、乙を経由して行うものとする。 

（費用の負担） 

第７条 第２条第１項の規定による要請によって実施した緊急輸送活動に要した人件費、燃料費その

他の費用は、甲又は甲に緊急輸送の確保を求めた市町村が負担するよう措置する。 

２ 第２条第２項の規定による要請によって実施した緊急輸送活動に要した人件費、燃料費その他の

費用は、乙が負担するものとする。 

（費用の請求及び支払い） 

第８条 丙は、緊急輸送活動の終了後、当該活動に要した前条第１項の費用については甲に、前条第

２項の費用については乙に請求するものとする。 

２ 甲又は乙は、前項の請求があったときは、内容を確認し、速やかにその費用を支払うものとする。 

（従事者の災害補償） 

第９条 甲は、この協定に基づく緊急輸送活動の実施により、当該活動に従事した丙の組合員が当該

業務のために損害を被った場合には、静岡県地震対策推進条例第 34 条第１項の規定を適用する。 
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（損害賠償の負担） 

第 10 条 甲は、この協定に基づく緊急輸送活動の実施により、当該活動に従事した丙の組合員が当該

業務を遂行するに当たり他人に損害を加えた場合において、その者の責任に係る損害賠償の額が確

定したときは、静岡県地震対策推進条例第 34 条第２項の規定を適用する。 

（協力組合員名簿の提出） 

第 11 条 丙は、所属する組合員のうち、漁船を所有する者であって、この協定に基づく緊急輸送活動

に協力できるものの名簿を、毎年１回乙に提出するものとする。 

２ 乙は、前項の規定により提出された名簿の写しを甲に提出するものとする。 

（協議） 

第 12 条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じたときは、その都度、甲乙丙協

議して定めるものとする。 

（有効期間） 

第 13 条 この協定は、平成 10 年７月 16 日から、その効力を有するものとし、甲、乙又は丙が文書を

もって協定の終了を通知しない限り、その効力を持続する。 

 

この協定の成立を証するため、本書３通を作成し、甲乙内記名押印の上、各１通を保有する。 

 

平成 10 年 7 月 16 日 

 

（甲）静岡県知事  石 川 嘉 延 

（乙）清水市長   宮 城 島 弘 正 

（丙）清水市島崎町 149 番地の 40 

清水市漁業協同組合代表理事組合長 滝戸輝男 

 

  他の協定締結は次のとおり 

   

  平成 10 年 9 月 1 日 

（甲）静岡県知事  石 川 嘉 延 

（乙）静岡市長   小 嶋 善 吉 

（丙）静岡市用宗町 2 丁目 18 番 1 号 

静岡市漁業協同組合代表理事組合長 髙木幹夫 

 

  平成 9 年 12 月 1 日 

（甲）静岡県知事  石 川 嘉 延 

（乙）由比町長   青 木  健 

（丙）庵原郡由比町今宿字浜 1068 番地の 2 

 由比港漁業協同組合代表理事組合長 原 剛三 

－
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物資調達に関する協定 
 

 

災害時における食料・物資の供給等に関する協定書 

 

静岡市（以下「甲」という。）と株式会社ローソン（以下「乙」という。）は、静岡市内に地震、

風水害その他の災害による被害が発生し、若しくは発生のおそれがある場合又は他の自治体が被災

した場合であって、当該自治体から甲が必要な物資（日用品を含む。）、食料品及び飲料品（以下

併せて「物資等」という。）の調達又はあっせんを要請された場合（以下これらを「災害時」とい

う。）の物資等の供給等に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（要請） 

第１条 甲は、災害時において、乙による物資等の供給を必要とするときは、乙に対し、物資等の

供給を要請することができる。  
２ 前項の規定による要請は、物資発注書（別紙第１号様式）により行うものとする。ただし、緊

急を要するときは、口頭、電話等をもって要請し、事後速やかに物資発注書を提出するものとす

る。  
（物資等の供給等） 

第２条 乙は、前条第１項の規定による要請を受けたときは、甲に物資等を供給するものとする。  
２ 乙が甲に供給する物資等の範囲は、甲から要請を受けた時点で乙が供給可能なものとする。た

だし、乙は、乙の加盟店への商品供給等を理由として甲の要請を拒否し、又は物資の供給日時、

種類、数量等を調整して供給することができる。 

（要請に基づく乙の措置） 

第３条 乙は、第１条第１項の規定による要請を受けたときは、当該要請事項を実施するための措

置をとるとともに、当該措置状況を物資可能数量・措置の状況報告書（別紙第２号様式）により、

甲に提出するものとする。 

（物資等の供給方法等） 

第４条 物資等の供給場所及び供給日時は、甲が状況に応じて指定するものとし、当該供給場所ま

での物資等の運搬は、乙又は乙が指定する者が行うものとする。ただし、乙又は乙が指定する者

による運搬が困難な場合にあっては、甲又は甲の指定する者が行うものとする。 

２ 甲は、前項の規定により指定した供給場所に職員を派遣し、物資等を確認の上引き取るものと

する。 

３ 乙は、物資の供給が完了したときは、速やかに次に掲げる事項を書面により甲に報告するもの

とする。 

（１）供給日時 

（２）供給場所 

（３）物資等の種類及び数量 

（車両の通行） 

第５条 甲は、乙が甲に物資等を供給するため、車両により当該物資等を運搬する際は、当該車両

を緊急通行車両として通行できるように可能な範囲で支援するものとする。 

（経費の負担等） 

第６条 乙が供給した物資等の対価及び運搬に係る経費は、甲が負担する。 

２ 前項に規定する経費の額は、物資等の対価については災害発生前における乙の店舗での販売推

奨価格（災害発生前においては供給時の乙の店舗での販売推奨価格とする。）とし、運搬に係る

経費については災害発生前における適正価格（災害発生前においては供給時の適正価格とす

る。）を基準に算定する。 

３ 甲は、前項の規定により算定した額を乙からの請求後、速やかに乙に対して支払うものとする。 

（連絡責任者の選定等） 

第７条 甲及び乙は、この協定の円滑な実施体制を確保するため、各自の連絡責任者を選定するも

のとする。 

２ 前項の規定により、連絡責任者を選定した場合は、連絡責任者届（別紙第３号様式）により、
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相手方に報告するものとし、変更があった場合も同様とする。 

（その他） 

第８条 乙は、乙の加盟店、配送業者その他の関係者に対し、最大限の努力をもってこの協定を履

行するよう求めるものとする。ただし、フランチャイズ契約等に係る制限から、履行させること

が困難な事情がある場合にあっては､この限りでない。 

（協議） 

第９条 この協定について疑義を生じた事項又はこの協定に定めのない事項については、その都度、

甲、乙協議の上、処理するものとする。 

（解除） 

第 10 条 この協定を解除する場合は、甲、乙いずれか一方が解除日１箇月前までに書面により相手 

方に通知するものとする。 

（有効期間） 

第11条 この協定の有効期間は、この協定の締結の日から起算して１年間とする。ただし、有効期

間の満了の日までに、甲、乙いずれからも有効期間満了による終了の意思表示がないときは、こ

の協定は１年間延長されたものとし、以後も同様とする。 

（旧協定の廃止）  
第12条 平成14年11月29日付けで甲、乙間に締結した災害時における物資の供給に関する協定書は

、この協定の締結をもって廃止する。 

 

この協定の締結を証するため、この協定書を２通作成し、甲、乙双方記名押印の上、各自１通を

保有する。 

  平成 28 年 12 月 26 日 

 

甲 静岡市葵区追手町５番１号 

  静岡市長 田辺 信宏 

 

乙 東京都品川区大崎一丁目11番２号 

株式会社ローソン          

代表取締役 玉塚 元一 
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物資調達に関する協定 
 

 

災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定書  

 

静岡市 (以下「甲」という。 )とイオンリテール株式会社中部カンパニー静岡事業部が所管する施

設のうちイオン清水店及びイオンセントラルスクエア静岡 (以下「乙」という。 )は、甲の区域にお

いて災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第２条第１号に規定する災害が発生し、又は発生

するおそれがある場合  (以下「災害時」という。 )に、相互に協力して市民生活の早期安定を図る

ため、応急生活物資供給等の協力に関する事項について、次のとおり協定を締結する。  

なお、本協定の締結をもって、平成 18 年 11 月７日に静岡市とイオン株式会社中部カンパニー

静岡事業部（現 イオンリテール株式会社中部カンパニー静岡事業部）との間で締結した協定に

ついては廃止する。  
 

（応急生活物資供給の協力要請 ) 
第１条 甲は、災害時において、乙による応急生活物資の供給を必要とするときは、当該供給につ

いて、乙に協力を要請することができる。  
２ 前項の規定による要請は、文書をもって行うものとする。ただし、緊急を要するときは、口頭

又は電話等をもって要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。  
（応急生活物資供給の協力実施）  

第２条 乙は、前条第 1 項の規定により甲から協力の要請を受けたときは、取扱商品の優先供給

に係る協力等に積極的に努めるものとする。  
（応急生活物資の範囲 ) 

第３条 第１条第１項の規定により甲が乙に要請することができる応急生活物資の範囲は、あらか

じめ甲・乙協議して定めておくものとする。  
２ 前項の規定にかかわらず、乙は、甲の要請があったときは、前項の規定による応急生活物資以

外の物資の供給についても、可能な範囲において協力するものとする。  
（応急生活物資の運搬）  

第４条 応急生活物資の運搬は、甲の指定する場所に、乙又は乙の指定する者が搬送するものとし、

甲は職員を派遣して物資を確認のうえ、これを引き取るものとする。ただし、乙又は乙の指定

する者の搬送が困難な場合は、甲、乙協議の上で定めるものとする。  
（費用）  

第５条 第２条及び前条の規定により乙が供給した応急生活物資としての商品の対価及び乙が行っ

た運搬の費用については、甲が負担するものとする。  
２ 前項に規定する費用は、乙による取扱商品の優先供給及び運搬の終了後、乙の提出する出荷確

認書等に基づき、災害時の直前における適正価格を基準として、甲・乙協議の上決定するものと

する。  
（情報交換及び提供）  

第６条 甲及び乙は、この協定に基づく協力が円滑に行われるよう、必要に応じ相互に情報交換を

行い、災害時に備えるものとする。  
２ 甲及び乙は、諸活動中に覚知した災害に関する情報について、必要に応じて相互に提供しあう

ものとする。  
（連絡窓口）  

第７条 甲及び乙は、この協定に関する連絡窓口を定め、相手方に通知するものとする。また、連

絡窓口を変更したときも同様とする。  
(有効期間 ) 

第８条 この協定の有効期間は、協定締結の日から令和９年３月 31 日までとする。ただし、有効

期間満了の日までに甲又は乙から何らかの意思表示がないときは、この協定は更に１年間延長す

るものとし、以後も同様とする。  
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２ 甲又は乙は、この協定の有効期間満了前にこの協定を解除しようとするときは、30 日前まで

に解除の申入れをしなければならない。  
（雑則）  

第９条 この協定の実施に関して必要な事項は、甲・乙協議して定める。   
 

この協定の成立を証するため、この協定書を２通作成し、甲・乙記名押印の上各自１通を保有

する。  
 

令和８年３月６日  
 

甲 静岡市葵区追手町５番１号  
静岡市長      難波 喬司  

 
乙 静岡市清水区上原一丁目６番 16 号  

イオンリテール株式会社  
中部カンパニー 静岡事業部  
事業部長      森野 陽光  
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物資調達に関する協定 
 

 

災害救助物資の供給等に関する協定書 

 

 静岡市（以下「甲」という。）と株式会社ファミリーマート（以下「乙」という。）とは、災害対

策基本法（昭和３６年法律第２２３号）に規定する地震・風水害その他の災害時の救助に必要な物

資（以下「物資」という。）の供給等について、次のとおり協定を締結する。 

  

 （要請） 

第１条 甲は、静岡市の区域内において災害が発生し、又は発生するおそれがあり、物資を調達す

る必要があると認めるときは、乙に対し、乙が保有する物資の供給、又は乙以外の者が保有す

る物資のあっせんを要請することができるものとする。 

２ 前項の規定による要請は、文書により行うものとする。ただし、事態が急迫して文書によるこ

とができない場合は、口頭又は電信若しくは電話その他の方法によることができる。 

３ 前項ただし書の場合において、甲は、事後に速やかに要請の内容を記載した文書を乙に提出す

るものとする。 

 （協力） 

第２条 乙は、甲から前条第１項の規定による要請があったときは、当該要請に対し、できる限り

協力するものとする。 

 （物資の範囲） 

第３条 甲が、乙に供給を要請する物資の範囲は、次に掲げるもののうち要請時点で、乙が調達ま

たは製造可能な物資とする。ただし、甲から乙が要請を受けた時点で、物流ラインの断絶、乙

の加盟店への商品供給を優先する必要性等により物資の供給ができないことがある場合、乙に

て物資の調達の可否・日時・個数を決定することを甲は了承する。 

 （１）食料品 

 （２）飲料水 

 （３）日用品 

 （４）その他甲が指定する物資 

 （物資の引渡し） 

第４条 物資の引渡場所及び引渡日時は、甲が状況に応じ指定するものとし、当該引渡場所までの

物資の運搬は、乙又は乙があっせんする者が行うものとする。ただし、乙又は乙があっせんす

る者が当該運搬を行うことができない場合は、甲が指定する者が当該運搬を行うものとする。 

 （車両の通行） 

第５条 甲は、乙が物資を運搬及び供給する際には、車両を緊急又は優先車両として通行できるよ

うに可能な範囲で支援するものとする。 

 （物資の代金等） 

第６条 甲は、物資を引き取った後、乙の請求に基づき速やかにその代金を乙に支払うものとする

。 

２ 物資の代金は、災害発生時の直前における仕入れ価格を基準として、甲と乙又は乙があっせん

する者とが協議して決定するものとする。 

３ 乙が行った運搬に係る費用は、乙による通常の商品配送業務とみなし、原則として乙が負担す

るものとする。ただし、乙の通常の商品配送業務の範疇を著しく超えると認められる場合は、

甲が負担するものとする。 

 （供給可能数量等の報告） 

第７条 乙は、この協定の締結後速やかに、指定物資のうち別に甲が指定する物資の供給可能数量

及び災害時の緊急連絡先について、甲に報告するものとする。供給可能数量又は緊急連絡先を

変更した場合も、同様とする。 

 （協議） 

第８条 この協定について疑義が生じた事項又はこの協定に定めのない事項については、必要に応

じて甲乙協議して定めるものとする。 

（効力） 

第９条 この協定の有効期間は、協定締結の日から起算して１年間とする。ただし、有効期間満了
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日までに、甲、乙双方いずれからも意思表示がないときは更新されたものとし、以後も同様とす

る。 

（解除） 

第１０条 この協定を解除する場合は、甲乙いずれか一方が解除日１カ月前までに書面により相手

方に通知するものとする。 

  

この協定の締結を証するため、この協定書２通を作成し、両者記名押印のうえ、各自その１通を保

有するものとする。 

 

 

  平成２４年１月１７日 

 

 

 

               甲 静岡県静岡市葵区追手町５番１号 

                 静岡市長     田 辺 信 宏 

 

 

 

               乙 東京都豊島区東池袋三丁目1番1号 

                 株式会社ファミリーマート 

                 代表取締役社長 上 田 準 二 
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物資調達に関する協定 
 

 

災害時における支援協力に関する協定書 

 

静岡市（以下「甲」という。）とマックスバリュ東海株式会社（以下「乙」という。）とは、次の

とおり災害時における支援協力に関する協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、地震等による大規模な災害（以下「災害」という。）が発生し、又は発生す

るおそれがある場合において、甲から乙に対して行う支援協力の要請に関し、その手続等につい

て定め、もって、災害応急対策及び災害復旧対策が円滑に実施されることを目的とする。 

（物資協力要請） 

第２条 甲は、災害時における応急処置のため、緊急に物資を調達する必要があると認めるときは、

乙の保有する物資等の供給を要請できるものとする。 

（協力の実施） 

第３条 乙は、甲から前条の要請を受けたときは、現に保有し、又は調達可能な物資について速や

かに対応する。 

（物資の範囲） 

第４条 甲が乙に要請する物資等は、次に掲げるもののうち、乙が現に保有し、又は調達可能な物

資とする。 

（１）  別表に掲げる物資 

（２）  その他甲が指定する物資 

（要請の方法） 

第５条 甲が前条各号に掲げる物資の供給を受けようとするときは、品目、数量、納入場所等を明

示した文書で、乙の本社総務部に要請するものとする。ただし、緊急を要するときは、口頭で申

出を行い、事後速やかに文書により要請内容を乙に通知するものとする。 

（要請に基づく措置） 

第６条 第２条の要請を受けたときは、乙はその要請事項を実施するための措置をとるとともに、

その措置の状況を物資供給実施状況報告書にて甲に報告するものとする。 

（物資の引渡し） 

第７条 物資の運搬は、甲の指定する場所に、乙において搬送するものとし、甲は職員を派遣して

調達物資を確認のうえ、これを引き取るものとする。ただし、乙の搬送が困難な場合は、甲、乙

協議の上で定めるものとする。 

（費用の負担） 

第８条 乙が、供給した物資の価格及び物資の運搬を行ったときに要する費用は、甲が負担するも

のとする。 

２  甲は、前項に基づく請求があったときには、乙に対し速やかに代金を支払うものとする。 

（物資の価格） 

第９条 物資の価格は、災害が発生する直前における適正な価格とする。 

（情報交換及び提供） 

第10条  甲及び乙は、この協定に基づく協力が円滑に行われるよう、必要に応じ相互に情報交換を

行い、災害発生時に備えるものとする。 

２ 甲及び乙は、諸活動中に覚知した災害に関する情報について、必要に応じて相互に提供し合う

ものとする。 

（連絡責任者） 

第11条  この協定に関して相互部署を定め、連絡責任者を選任した場合及びそれを変更した場合に

は、相互に通知するものとする。 
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（協定の期間と効力） 

第 12 条 この協定の有効期間は、締結の日から平成 25 年３月 31 日までとする。 

２ 有効期間満了の日の前１箇月までに甲又は乙から何らかの意思表示がないときは、この協定

は当該有効期間満了の日の翌日から更に１年間更新されたものとみなす。その後においても同

様とする。 

（協議） 

第 13 条 この協定の解釈に疑義を生じた場合及びこの協定に定めのない事項については、その都

度、甲、乙協議して定めるものとする。 

 

 この協定の成立を証するため本協定書を２通作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自１通を保有す

る。 

 

 

平成２５年４月９日 

 

           甲：静岡県静岡市葵区追手町５番１号 

                    静岡市長      田辺 信宏 

 

           乙：静岡県駿東郡長泉町下長窪３０３－１ 

マックスバリュ東海株式会社 

       代表取締役社長  寺 嶋  晋 
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物資調達に関する協定 
 

 

災害救助に必要な物資の調達に関する協定  
 

静岡市（以下「甲」という。）と株式会社静鉄ストア（以下「乙」という。）は、災害対策基本法

（昭和 36 年法律第 223 号）に規定する地震、風水害その他の災害が生じた場合における避難者の

生活支援に必要な物資の供給等について、次のとおり協定を締結する。  
（協力要請）  

第１条  甲は、災害時において、乙による物資の供給を必要とするときは、当該供給について、

乙に協力を要請することができる。  
２ 前項の規定による協力の要請は、文書をもって行うものとする。ただし、緊急を要するときは、

口頭、電話等をもって要請し、事後に文書を提出するものとする。  
（協力の実施）  

第２条 乙は、甲から前条第１項の規定による要請があったときは、当該要請に対し、できる限り

協力するものとする。  
（物資の範囲）  

第３条 甲が乙に供給を要請する物資等は、次に掲げるもののうち、乙が保有し、又は調達するこ

とが可能な物資とする。  
（１）別表に掲げる物資  
（２）前号に掲げるもののほか、甲が指定する物資  

（物資の引渡し）  
第４条 物資の引渡場所及び引渡日時は、甲が状況に応じ指定し、乙が運搬するものとし、甲は、

その職員により確認の上、これを引き取るものとする。ただし、乙が運搬することが困難である

場合は、甲、乙協議して処理する。  
（費用の負担）  

第５条 乙が供給した物資の対価及びその運搬に要した費用は、甲が負担するものとする。  
２ 前項に規定する物資の対価は、災害発生時の直前における適正価格を基準として、甲、乙協議

の上決定するものとする。  
３ 甲は、第１項の規定により負担すべき対価又は費用について請求があったときは、速やかに支

払うものとする。  
（情報交換及び提供）  

第６条 甲及び乙は、この協定の施行が円滑に行われるよう、必要に応じ相互に情報交換を行い、

災害に備えるものとする。  
（協議）  

第７条 この協定について疑義を生じた事項又はこの協定に定めのない事項については、甲、乙協

議して定めるものとする。  
（協定の期間と効力）  

第８条 この協定の有効期間は、締結の日から起算して１年間とする。ただし、有効期間の満了の

日までに、甲、乙いずれからも解除の意思表示がないときは、１年間延長されたものとし、以

後も同様とする。  
  
 この協定の成立を証するため、本書を２通作成し、甲、乙記名押印の上、各自１通を保有する。  

平成２５年８月２７日  
            甲  静岡市葵区追手町５番１号  
                     静岡市長  田 辺 信 宏  
            乙  静岡市葵区古庄二丁目 16 番 6 号  
                     株式会社静鉄ストア  
                     取締役社長 竹 田 昭 男  
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変 更 協 定 書 

 

 平成25年８月27日付け静岡市と株式会社静鉄ストアとの間に締結した災害救助に必要な物資

の調達に関する協定（以下「原協定」という。）の一部を変更する協定を次のとおり締結する。 

記 

１ 原協定第４条を次のように改める。 

 （物資の引渡し）  
第４条 物資の引渡しは、甲又は乙の指定する者が行うものとする。この場合において、引渡しの

場所、日時及び運搬方法については、甲、乙協議の上定めるものとする。  
２ 甲は、該当場所に職員又は甲の指名する者を派遣し、要請にかかる物資の品目、数量を確認の

上、乙から引渡しを受けるものとする。  
 

２ この変更協定は、令和５年10月10日から適用する。 

 

この変更協定の締結を証するため、本書２通を作成し、両者記名押印の上各自１通を保有する。 

 令和５年10月10日 

                       静岡市葵区追手町５番１号      

静岡市長 難波 喬司 

 

静岡市葵区末広町95番地    

                       株式会社 静鉄ストア 

取締役社長 森下 登志美 
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物資調達に関する協定 
 
 

災害救助に必要な物資の調達に関する協定  
 

静岡市（以下「甲」という。）と株式会社エンチョー（以下「乙」という。）は、災害対策基本法

（昭和 36 年法律第 223 号）に規定する地震、風水害その他の災害が生じた場合における避難者の

生活支援に必要な物資の供給等について、次のとおり協定を締結する。  
（協力要請）  

第１条 甲は、災害時において、乙による物資の供給を必要とするときは、当該供給について、乙

に協力を要請することができる。  
２ 前項の規定による協力の要請は、文書をもって行うものとする。ただし、緊急を要するときは、

口頭、電話等をもって要請し、事後に文書を提出するものとする。  
（協力の実施）  

第２条 乙は、甲から前条第１項の規定による要請があったときは、当該要請に対し、できる限り

協力するものとする。  
（物資の範囲）  

第３条 甲が乙に供給を要請する物資等は、次に掲げるもののうち、乙が保有し、又は調達するこ

とが可能な物資とする。  
（１）別表に掲げる物資  
（２）前号に掲げるもののほか、甲が指定する物資  

（物資の引渡し）  
第４条 物資の引渡場所及び引渡日時は、甲が状況に応じ指定し、乙が運搬するものとし、甲は、

その職員により確認の上、これを引き取るものとする。ただし、乙が運搬することが困難である

場合は、甲、乙協議して処理する。  
（費用の負担）  

第５条 乙が供給した物資の対価及びその運搬に要した費用は、甲が負担するものとする。  
２ 前項に規定する物資の対価は、災害発生時の直前における適正価格を基準として、甲、乙協議

の上決定するものとする。  
３ 甲は、第１項の規定により負担すべき対価又は費用について請求があったときは、速やかに支

払うものとする。  
（情報交換及び提供）  

第６条 甲及び乙は、この協定の施行が円滑に行われるよう、必要に応じ相互に情報交換を行い、

災害に備えるものとする。  
（協議）  

第７条 この協定について疑義を生じた事項又はこの協定に定めのない事項については、甲、乙協

議して定めるものとする。  
（協定の期間と効力）  

第８条 この協定の有効期間は、締結の日から起算して１年間とする。ただし、有効期間の満了の

日までに、甲、乙いずれからも解除の意思表示がないときは、１年間延長されたものとし、以

後も同様とする。  
  
 この協定の成立を証するため、本書を２通作成し、甲、乙記名押印の上、各自１通を保有する。  

平成２５年９月３日  
            甲  静岡市葵区追手町５番１号  
                     静岡市長  田 辺 信 宏  
            乙  富士市中央町二丁目 12 番 12 号  
               株式会社エンチョー  
                     代表取締役  遠   藤 健   夫  
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物資調達に関する協定 
 

災害時における物資（福祉用具）の調達及び供給に関する協定書  
 

静岡市（以下「甲」という。）と一般社団法人日本福祉用具供給協会（以下「乙」という。）とは、

静岡市内に大規模な地震、風水害、その他の災害（以下「災害」という。）が発生した場合におけ

る物資（福祉用具）の調達及び供給に関して、次のとおり協定する。  
 
（協力の要請）  
第１条 甲は、災害時において、緊急に物資の確保を図る必要があるときは、乙に対してその保有

する物資の供給について協力を要請することができる。  
（要請手続）  
第２条 甲が乙に要請するときは、次の各号に掲げる事項を明示した文書により要請するものとす

る。ただし、緊急を要するときは口頭等により要請し、後日速やかに文書を提出するものとする。  
（１）要請する物資の名称及びその数量  
（２）物資の輸送場所  
（３）その他必要な事項  
（協力の実施）  
第３条 乙は、甲から物資の供給要請を受けたときは、優先的に物資を供給するものとする。  
（引渡し）  
第４条 物資の引き渡し場所は、甲乙協議の上定めるものとし、当該場所において、甲が物資を確

認の上、これを引き取るものとする。  
 （報告）  
第５条 乙は、協力を実施したときは、次の各号に掲げる事項を明示した文書により甲に報告する

ものとする。ただし、緊急を要するときは口頭等により甲に報告し、後日速やかに文書を提出す

るものとする。  
（１）提供した物資の名称及びその数量  
（２）物資を提供した場所  
（３）その他必要な事項  
（物資の価格）  
第６条 乙が甲に供給した物資の価格は、災害発生時直前における適正価格を基準として、甲乙協

議の上、決定するものとする。  
（損害の負担）  
第７条 この協定に基づく協力の実施に当たり損害が生じたときは、その賠償の責について甲乙協

議して定める。  
（費用の請求）  
第８条 乙は、協力に要した費用について、第５条の規定による文書の提出後、甲にこれを請求す

るものとする。  
（費用の支払）  
第９条 甲は、前条の規定による請求があったときは、速やかにこれを支払うものとする。  
（連絡責任者等）  
第 10 条 甲及び乙は、要請及び協力に関する事項の伝達を正確かつ円滑に行うため、事前に連絡

責任者を定め、これを互いに通知しておくものとする。  
２ この協定に基づく乙の業務については、社団法人日本福祉用具供給協会東海北陸支部において

行うものとする。  
（情報交換）  
第 11 条 甲及び乙は、この協定が円滑に運用されるよう、情報の交換を行うものとする。  
 
（有効期間）  
第 12 条 この協定の有効期間は、この協定締結の日から平成２６年３月３１日までとする。ただ

し、有効期間満了の日前１か月までに、甲又は乙から何らかの意思表示のないときは、当該有効
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期間満了の日の翌日から更に１年間更新されたものとみなす。その後においても、同様とする。  
（疑義等の決定）  
第 13 条 この協定に定めのない事項又はこの協定に関し疑義の生じた事項については、必要に応

じて、甲、乙協議の上、定めるものとする。  
 
 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自その１通を保有す

るものとする。  
  平成２５年 ４月１６日  
 
                甲  静岡市葵区追手町５番１号  
                       静岡市長  田 辺 信 宏  
 
                    乙  東京都港区浜松町二丁目７番１５号  
                       一般社団法人日本福祉用具供給協会  
                       理事長  山 下 一 平  
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物資調達に関する協定 
 

災害時における畳の提供に関する協定書  
 

静岡市（以下「甲」という。）と「５日で 5000 枚の約束。」プロジェクト実行委員会 事務局長 

前田敏康（以下「乙」という。）は、静岡市内に地震、風水害その他の災害による被害が発生し、

又は発生するおそれがあるが場合（以下「災害時」という。）に必要な畳の提供に関し、次のとお

り協定を締結する。  
（目的）  

第１条 この協定は、乙が甲に対して行う災害時における畳の提供について、必要な事項を定める

ものとする。  
（協力の要請）  

第２条 甲は、災害時において、避難所の設営その他の甲が行う災害対応のために、乙による畳の

提供を必要とするときは、乙に対し、畳の提供を要請することができる。  
２ 前項の規定による要請は、書面により行うものとする。ただし、緊急を要するときは、口頭、

電話等をもって要請し、事後速やかに書面を提出するものとする。  
（協力の実施）  

第３条 乙は、前条第１項の規定による要請を受けたときは、甲に優先的に畳を提供するものとす

る。  
２ 乙が甲に提供する畳は、乙が甲から要請を受けた時点で乙が提供可能なものとする。  
３ 乙は、甲が指定する引渡場所まで畳を運搬するものとし、甲はその運搬に協力するものとする。  
４ 乙は、前項の規定により畳を運搬したときは、甲に対し、その完了について文書により報告す

るものとする。  
５ 提供された畳は返却を要しないものとし、使用を終えた畳の処分は、甲がその負担において行

うものとする。この場合においては、第三者への譲渡等の転用を妨げない。  
（費用負担）  

第４条 畳及び畳の運搬に係る費用は、乙が負担するものとする。  
（情報交換）  

第５条 甲及び乙は、この協定が円滑に行われるよう、必要に応じ相互に情報交換を行うものとす

る。  
（有効期間）  

第６条 この協定の有効期間は、協定締結の日から平成 29 年３月 31 日までとする。ただし、期間

満了の日までに、甲、乙いずれからも解除の意思表示がないときは、この協定は１年間延長する

とし、以後も同様とする。  
（定めのない事項の処理）  

第７条 この協定に定めのない事項及び疑義を生じた事項について、甲、乙協議の上、処理するも

のとする。  
 

この協定の締結を証するため、本書を２通作成し、甲、乙双方記名押印の上、各自１通を保有す

る。  
平成 28 年８月 18 日 

甲  静岡市葵区追手町５番１号 

                   静岡市長 田辺 信宏 

                   

神戸市兵庫区永沢町３丁目８番８号 

乙 「５日で 5000 枚の約束。」プロジェクト実行委員会 

   事務局長  前田 敏康 
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災害時における畳の提供に関する協定書  

 
静岡市（以下「甲」という。）と静岡県畳適格組合連合会 会長 小杉眞弘（以下「乙」とい

う。）は、静岡市内に地震、風水害その他の災害による被害が発生し、又は発生するおそれがある

場合（以下「災害時」という。）における応急復旧に必要な畳の供給に関し、次のとおり協定を締

結する。  
（要請）  

第１条 甲は、災害時に、乙に対し、畳の供給を要請することができる。  
（要請の方法）  

第２条 前条の規定による要請は、書面により行うものとする。ただし、緊急を要するときは、口

頭、電話等をもって要請し、事後速やかに書面を提出するものとする。  
（畳の運搬等）  

第３条 甲は第１条の規定による要請をした場合は、畳の集積場所及び運搬経路を指定するものと

する。  
２ 乙は、甲が指定した集積場所まで畳の運搬を行うものとする。ただし、乙による運搬が困難な

場合にあっては、甲、乙協議の上、定めるものとする。  
３ 甲は、前項の規定により指定した集積場所に職員を派遣し、畳を確認の上引取るものとする。  
 （対価等）  
第４条 畳の対価及び当該畳の運搬等に係る費用（以下これらを「対価等」という。）の負担区分

は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。 

（１）甲が設置する避難所に畳を設置する場合の畳の対価 乙の負担  
（２）前号に規定する避難所以外の場所に畳を設置する場合の畳の対価 甲の負担 

（３）畳の運搬等に係る費用 甲の負担 

２ 前項に規定する対価等は、集積場所への運搬終了後、災害発生前における適正な価格（災害発

生前の要請にあっては、要請時の適正な価格）を基準として、甲、乙協議の上、定めるものとす

る。  
（対価等の支払い）  

第５条 乙は、前条第１項の規定により甲が負担する対価等について、集積場所への運搬終了後、

請求するものとし、甲は当該請求を受けたときは、速やかに支払うものとする。  
（情報交換）  

第６条 甲及び乙は、この協定に基づく畳の供給等が円滑に行われるよう、必要に応じ相互に情報

交換を行い、災害に備えるものとする。  
（定めのない事項の処理）  

第７条 この協定に定めのない事項については、その都度、甲、乙協議の上、処理するものとする。  
（有効期間）  

第８条 この協定の有効期間は、この協定の締結の日から起算して１年間とする。ただし、有効期

間の満了の日までに、甲、乙いずれからも解除の意思表示がないときは、この協定は１年間延長

するものとし、以後も同様とする。  
この協定の締結を証するため、本書を２通作成し、甲、乙双方記名押印の上、各自１通を保有する。  

平成２８年１２月 ５日 

甲  静岡市葵区追手町５番１号 

                   静岡市長 田辺 信宏 

 

                   静岡市葵区神明町１１０番地 

乙  静岡県畳適格組合連合会 

会 長  小杉 眞弘 

－
3
5
1
－



物資調達に関する協定 
 

災害時における物資拠点の開設等に関する協定書 

 

 静岡県（以下「甲」という。）、静岡市（以下「乙」という。）及び公益財団法人静岡産業振興協

会（以下「丙」という。）は、静岡市の区域内において地震、風水害その他の災害が発生し、又は

発生することが予想される場合（以下「災害時」という。）に、甲及び乙が救援物資その他緊急を

要する物資（以下「災害救助用物資等」という。）の荷捌き及び輸送等に係る作業の拠点（以下

「物資拠点」という。）として丙の施設を使用することに関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的）  
第１条 この協定は、甲及び乙が丙の施設を物資拠点として使用するために必要となる事項を定め

ることにより、災害時における災害救助用物資等の荷捌き及び輸送等に係る作業を円滑に行うこ

とを目的とする。  
（開設）  

第２条 甲及び乙は、災害時において物資拠点を設置する必要があると認めるときは、丙に対し、

次に掲げる施設の使用許可を要請することができる。 

施設名 所在地 

ツインメッセ静岡 静岡市駿河区曲金三丁目１番１０号 

２ 前項の規定による要請は、書面により行うものとする。ただし、緊急を要するときは、口頭、

電話等をもって要請し、事後速やかに書面を提出するものとする。  
３ 丙は、第１項の規定による要請を受けた場合は、甲及び乙に対し災害により生じた施設の被害

状況その他必要な情報を報告するとともに、施設の使用について他の使用者に優先して許可する

ものとする。  
（開設期間等）  

第３条 物資拠点の開設期間は、原則として 30 日以内とする。ただし、必要により、甲、乙及び

丙協議の上、期間を延長することができるものとする。  
２ 物資拠点における作業可能時間は、原則として午前９時から午後５時までとする。ただし、災

害による被害又は交通事情等の影響により、作業に遅延が発生した場合その他特別の理由がある

場合にあっては、時間外においても作業を行うことができるものとする。  
 （運営）  
第４条 甲及び乙は、物資拠点において荷捌き及び輸送等に係る作業を協働で行うものとする。 

２ 甲及び乙は、物資拠点の運営に当たり、管理責任者となる職員を定め、セキュリティ対策を含

め、適切な運営を行うものとする。この場合において、甲及び乙は、定期的に丙に対して現状報

告等を行い、丙との情報共有を図るものとする。  
３ 甲及び乙は、施設管理その他物資拠点の運営に必要な事項について、丙に協力を要請すること

ができるものとする。  
（閉鎖）  

第５条 甲及び乙は、物資拠点を閉鎖したときは、直ちに使用した施設を原状に回復しなければな

らない。  
（使用料の額）  

第６条 甲及び乙が負担する施設の使用料の額は、丙が定める使用料その他の料金を基準として、

甲、乙及び丙協議の上定めるものとする。  
（使用料の請求）  

第７条 丙は、前条に規定する使用料について、各月の使用が完了した後、当該月分として乙に請

求するものとする。  
（使用料の支払）  

第８条 乙は、前条の規定による請求があった場合は、速やかに丙に対し当該請求に係る額を支払  
うものとする。  
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２ 乙は、前条の規定による支払が完了したときは、甲、乙協議の上、甲が負担すべき使用料に相

当する額を決定し、当該額を甲に請求するものとする。  
３ 甲は、前項の規定による請求があった場合は、速やかに乙に対し当該請求に係る額を支払うも

のとする。  
（損害賠償）  

第９条 この協定に基づく物資拠点の開設に伴い、災害時において現に丙の許可を受けて施設を使

用する者（災害時前からの施設の予約者を含む。）との間に施設の賃借に関する損害賠償その他

の問題が生じた場合には、甲、乙及び丙は、協力してその解決に努めるものとする。  
（有効期間）  

第 10 条 この協定の有効期間は、この協定の締結の日から平成 29 年３月 31 日とする。ただし、

有効期間の満了の日の１月前までに甲、乙、丙いずれからも意思表示がないときは、この協定は

１年間延長されたものとし、以後も同様に扱うものとする。  
（定めのない事項等の処理）  

第11条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項については、その都度、甲、乙及び丙

協議の上処理するものとする。 

 

 この協定の締結を証するため本書を３通作成し、甲、乙及び丙それぞれ記名押印の上、各１通を

保有する。 

 

平成２９年１月６日 

 

                 甲  静岡市葵区追手町９番６号 

                    静岡県知事 川勝 平太 

 

                 乙  静岡市葵区追手町５番１号 

                    静岡市長  田辺 信宏 

 

                 丙  静岡市駿河区曲金三丁目１番10号  
                    公益財団法人静岡産業振興協会  
                    理事長   榊原 達哉 

－
3
5
2
－



物資調達に関する協定 
 

緊急物資集積所の開設等に関する協定書  
 
 静岡市（以下「甲」という。）と静岡市物流団地協同組合（以下「乙」という。）は、静岡市の区

域内において地震、風水害その他の災害が発生し、又は発生することが予想される場合（以下「災

害時」という。）に、甲が救援物資その他緊急を要する物資の受入れを行う場所（以下「緊急物資

集積所」という。）として乙の施設を使用することに関し、次のとおり協定を締結する。  
 

（目的）  
第１条 この協定は、災害時において甲が乙の施設を緊急物資集積所として使用するに当たり必要

な事項を定めることにより、緊急物資の受入れを円滑に行うことを目的とする。  
 （緊急物資集積所の開設）  
第２条 甲は、災害時において緊急物資集積所を設置する必要があると認めるときは、乙に対し、

次の施設内の場所の提供を要請することができる。  
施  設  名  所  在  地  

静岡市物流団地  静岡市駿河区宇津ノ谷９１４番地の６  
２ 前項の規定による要請は、文書により行うものとする。ただし、事態が急迫して文書によるこ

とができない場合は、口頭、電話その他の方法により要請を行い、事後速やかに文書を提出する

ものとする。  
３ 乙は、第１項の規定による要請があったときは、災害により施設に生じた被害の状況その他必

要な情報を甲に報告するとともに、場所の提供を行うものとする。  
４ 乙は、緊急物資集積所の管理及び運営に関して必要となる施錠管理等の協力を行うものとする。  
 （緊急物資集積所の開設期間等）  
第３条 緊急物資集積所の開設期間は、その目的の達成のため必要最小限の範囲で甲、乙協議の上

定めるものとする。  
２ 緊急物資集積所の使用時間は、原則として午前９時から午後５時までとする。ただし、交通事

情等の影響により災害救助用物資等の受入れの遅延が発生した場合その他特別の理由があるとき

は、時間外においても荷役作業を行うことができるものとする。  
 （緊急物資集積所の運営）  
第４条 甲は、緊急物資集積所において災害救助用物資等の受入れ、仕分け、在庫管理、払出しを

行うものとする。  
２ 甲は、緊急物資集積所の運営に当たり、管理責任者となる職員を定め、セキュリティ対策を含

め、適切な運営を行うものとする。この場合において、甲は、定期的に乙に対して現状報告を行

うなど、乙との情報の共有を図るものとする。  
３ 甲は、施設管理その他緊急物資集積所の運営に必要な事項について、乙に協力を要請すること

ができるものとする。  
（閉鎖）  

第５条 甲は、緊急物資集積所を閉鎖するときは、施設を原状回復させた上で乙に引き渡すものと

する。  
（経費等）  

第６条 この協定に基づく乙の施設の使用に関し甲が負担すべき施設の使用料の額は、乙が定める

使用料及びその他の料金表を基準として、甲、乙協議の上定めるものとする。  
（経費等の請求）  

第７条 乙は、緊急物資集積所の閉鎖の後、速やかに前条の規定による使用料を甲に請求するもの

とする。  
（経費の支払）  

第８条 甲は、前条の規定による請求があった場合は、速やかに支払うものとする。  
（有効期間）  

第９条 本協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、期間満了の１ヶ月前まで

に甲又は乙から相手方に対し、書面により解除の意思表示をしない限り、期間満了の日から１年
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間延長するものとし、以後も同様に扱うものとする。  
（雑則）  

第 10 条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項については、甲、乙協議の上決定する

ものとする。  
 
 この協定の締結を証するため本書を２通作成し、甲、乙記名押印の上、各１通を保有する。  
 

平成２９年３月９日  
 
 
 
 
 
                 甲  静岡市葵区追手町５番１号  
                     静岡市長 田辺 信宏  
 
 
                 乙  静岡市駿河区宇津ノ谷９１４番地の６  
                     静岡市物流団地協同組合  
                     代表理事 杉山 節雄 

－
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物資調達に関する協定 
 

災害時における資機材のリースに関する協定書  
 

静岡市（以下「甲」という。） と一般社団法人日本建設機械レンタル協会静岡支部（以下

「乙」という。）は、災害時に必要な資機材（以下「資機材」という。）の調達に関し、次のとお

り協定を締結する。 

 
（要請等） 

第１条 甲は、静岡市内に災害等が発生し、又は発生するおそれがある場合において、資機材の供

給を必要とするときは、乙に対し資機材の提供を要請することができる。 

２ 前項の規定による要請は、別紙様式１により行うものとする。ただし、緊急を要するときは、

口頭によるものとし、事後速やかに文書を提出するものとする。 

３ 甲は、静岡市外の災害等について、国又は甲以外の地方公共団体（以下「国等」という。）か

ら資機材の供給のあっせんを要請されたときは、乙に対して、当該国等への資機材の提供を依頼

することができる。 

（協力の内容） 

第２条 乙は、前条第１項の規定による要請を受けたときは、甲に優先的に資機材を供給するもの

とする。 

２ 乙は、前項の規定により資機材の供給を実施した場合は、甲に対し、別紙様式２により報告す

るものとする。 

（提供資機材） 

第３条 乙が甲に提供する資機材は、別表に掲げるもののうち、乙が甲から要請を受けた時点で乙

が提供可能なものとする。 

２ 乙は、甲からの要請に基づき、毎年４月１日現在において、災害時に提供可能な資機材の見込

数量を報告するものとする。 

（資機材の運搬及び引渡し） 

第４条 甲は、要請した資機材の引渡場所を指定し、当該引渡場所までの資機材の運搬は、乙が行

うものとする。ただし、乙による運搬が困難な場合は、この限りでない。 

２ 前項の規定による資機材の引渡しは、甲の職員による確認の上、行うものとする。 

３ 甲は、前項の確認を甲の指定する者に代行させることができるものとする。 

（車両の通行） 

第５条 甲は、乙が資機材を運搬し、及び提供する場合には、当該資機材の運搬に使用する車両が

緊急車両又は優先車両として通行できるよう可能な範囲で支援するものとする。 

（費用の負担） 

第６条 乙が提供した資機材のレンタル料及び運搬等に係る費用は、甲が負担する。ただし、第１

条第３項の規定による甲の依頼を受けて乙が国等に資機材を提供したときは、この限りでない。 

２ 前項の費用の算出方法については、災害が発生する直前における適正な価格を基準として、甲、

乙協議して決定するものとする。 

３ 乙は、前項の規定による第１項の費用の決定後に当該費用を甲に請求するものとする。 

（資料の交換及び情報交換） 

第７条 甲及び乙は、この協定に基づく協力が円滑に行われるよう、各自が実施する防災対策及び

その組織体制に関する資料その他甲及び乙が必要と認める資料を随時交換するものとする。 

（協定の効力） 

第８条 この協定の有効期間は、締結の日から平成26年３月31日までとする。ただし、この期間満

了の日の30日前までに、甲、乙いずれからもそれぞれ相手方に対して文書による異議の申出がな

いときは、更に１年延長するものとし、その後の期間満了についても同様とする。 

 

 

（その他） 

第９条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じたときは、その都度甲、乙協
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議して定める。 

 

 上記の協定の成立を証するため、この協定書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自１通を

所持する。 

 

平成２５年１１月１４日 

 

甲 静岡市葵区追手町５番１号 

                           静岡市長 田 辺 信 宏 

 

乙  静岡市駿河区宮竹一丁目14番14号 

一般社団法人 日本建設機械レンタル協会静岡支部 

支部長 田 島 潤 一 
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医療救護に関する協定 
 

 

災害時の医療救護活動に関する協定書 

 

災害時における医療救護活動の万全を期するため、静岡市（以下「甲」という。）と社団法人静岡市静岡医

師会（以下「乙」という。）及び社団法人静岡市清水医師会（以下「丙」という。）とは、次のとおり協定を締

結する。 

 （総則） 

第１条 この協定は、静岡市地域防災計画に基づき甲が災害時に行う医療救護活動（以下「医療救護活動」と

いう。）に対する乙及び丙の協力に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （医療救護活動への協力） 

第２条 甲は、風水害、地震、大火災、大爆発及び大事故等による災害が発生したとき又は東海地震注意情報

若しくは東海地震警戒宣言が発令され、医療救護活動の準備をする必要があると認めるとき及び医療救護活

動を実施する必要があると認めるときは、乙及び丙に対し医師、看護師等（以下これらを「医療従事者」と

いう。）の派遣を要請するものとする。 

２ 乙及び丙は、前項の規定により甲から要請を受けた場合には、速やかに医療従事者を甲の指定する災害対

策本部及び救護所に派遣するものとする。 

３ 乙及び丙は、災害が発生したときは、速やかにその被害状況について情報の収集に努めるものとし、その

情報により医療救護活動に協力する必要があると認めたときは、第１項の規定にかかわらず乙又は丙の判断

によりそれぞれ医療従事者を災害対策本部及び救護所に派遣することができる。 

４ 乙及び丙は、前項の規定により医療従事者を派遣したときは、速やかに甲に報告し、その承認を得るもの

とする。この場合において、甲が承認した医療従事者の派遣は、甲の要請に基づく医療従事者の派遣とみな

す。 

５ 乙及び丙は、災害時の医療救護活動を迅速かつ適切に行うため相互に協力する。 

 （医療救護活動計画の策定及び提出） 

第３条 乙及び丙は、この協定の締結後速やかに、医療救護活動への協力に関する具体的な計画を策定し、甲

に提出するものとする。 

２ 乙及び丙は、前項に規定する計画を策定するときは、関係団体との密接な連携のもとに行うものとする。 

 （医療従事者の職務） 

第４条 医療従事者の職務は、次のとおりとする。 

（１）傷病者に対する応急処置及び医療 

（２）傷病者の救護病院への収容指示 

（３）死体の検案 

（４）前３号に掲げるもののほか、状況に応じ必要と認められる処置 

 （医療救護活動のための連絡調整） 

第５条 甲は、甲の指定する職員に対し、乙及び丙が派遣する医療従事者の意見を尊重し、医療救護活動のた

めの連絡調整を行わせるものとする。 

 （医療従事者の輸送等） 

第６条 甲は、乙及び丙が派遣する医療従事者の移動及び通信手段の確保その他の乙及び丙の行う医療救護活

動への協力の円滑な実施について必要な措置を講ずるものとする。 

２ 乙及び丙が派遣する医療従事者が使用する医薬品等については、当該医療従事者が携行するもののほか、

甲がその供給について必要な措置を講ずるものとする。 

 （実費弁償） 

第７条 甲の要請に基づき、乙及び丙が医療救護活動を実施した際に、医療従事者が携行した医薬品等を使用

した場合の実費は、甲が負担する。 
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（損害補償） 

第８条 甲の要請により医療救護活動に従事した者が、当該医療救護活動により負傷し、疾病にかかり、又は

死亡した場合は、他の法令に定めるもののほか静岡市消防団員等公務災害補償条例（平成15年静岡市条例第

289号）の例により、甲が損害補償を行う。 

 （細目） 

第９条 この協定の細目については、甲が別に定めて乙及び丙に通知する。 

 （協定の有効期間） 

第10条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、この協定の有効期間終了前１箇月

までに、甲、乙、丙いずれからも何らの意思表示がないときは、期間終了の日の翌日から１年間この協定を

更新するものとし、その後もまた同様とする。 

 （その他） 

第11条 この協定に定めのない事項又は協定について疑義が生じた事項については、その都度、甲、乙、丙協

議して定めるものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本協定書３通を作成し、甲、乙、丙記名押印の上各自その１通を保管する。 

 

 平成１９年 ３月２３日 

 

甲 静岡市葵区追手町５番１号 

静岡市長  小 嶋 善 吉 

 

乙 静岡市葵区東草深町３番２７号 

社団法人 静岡市静岡医師会 

会 長   勝 又 正 孝 

 

丙 静岡市清水区渋川二丁目１２番１号 

社団法人 静岡市清水医師会 

会 長   池 田 米 繁 
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医療救護に関する協定 
 

災害時における医療救護活動の万全を期するため、静岡市（以下「甲」という。）と社団法人静岡歯科医師

会（以下「乙」という。）及び社団法人清水庵原郡歯科医師会（以下「丙」という。）とは、次のとおり協定を

締結する。 

 （総則） 

第１条 この協定は、静岡市地域防災計画に基づき甲が災害時に行う医療救護活動（以下「医療救護活動」と

いう。）に対する乙及び丙の協力に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （医療救護活動への協力） 

第２条 甲は、風水害、地震、大火災、大爆発及び大事故等による災害が発生したとき又は東海地震注意情報

若しくは東海地震警戒宣言が発令され、医療救護活動の準備をする必要があると認めるとき及び医療救護活

動を実施する必要があると認めるときは、乙及び丙に対し歯科医師の派遣を要請するものとする。 

２ 乙及び丙は、前項の規定により甲から要請を受けた場合には、速やかに歯科医師を甲の指定する災害対策

本部及び救護所に派遣するものとする。 

３ 乙及び丙は、災害が発生したときは、速やかにその被害状況について情報の収集に努めるものとし、その

情報により医療救護活動に協力する必要があると認めたときは、第１項の規定にかかわらず乙又は丙の判断

によりそれぞれ歯科医師を災害対策本部及び救護所に派遣することができる。 

４ 乙及び丙は、前項の規定により歯科医師を派遣したときは、速やかに甲に報告し、その承認を得るものと

する。この場合において、甲が承認した歯科医師の派遣は、甲の要請に基づく歯科医師の派遣とみなす。 

５ 乙及び丙は、災害時の医療救護活動を迅速かつ適切に行うため相互に協力する。 

 （医療救護活動計画の策定及び提出） 

第３条 乙及び丙は、この協定の締結後速やかに、医療救護活動への協力に関する具体的な計画を策定し、甲

に提出するものとする。 

２ 乙及び丙は、前項に規定する計画を策定するときは、関係団体との密接な連携のもとに行うものとする。 

 （歯科医師の職務） 

第４条 歯科医師の職務は、次のとおりとする。 

（１）救護所における傷病者に対する救護活動 

（２）口腔ケア等の歯科保健活動 

（３）身元確認のための歯牙鑑定 

（４）前３号に掲げるもののほか、状況に応じ必要と認められる処置 

 （医療救護活動のための連絡調整） 

第５条 甲は、甲の指定する職員に対し、乙及び丙が派遣する歯科医師の意見を尊重し、医療救護活動のため

の連絡調整を行わせるものとする。 

 （歯科医師の輸送等） 

第６条 甲は、乙及び丙が派遣する歯科医師の移動及び通信手段の確保その他の乙及び丙の行う医療救護活動

への協力の円滑な実施について必要な措置を講ずるものとする。 

２ 乙及び丙が派遣する歯科医師が使用する医薬品等については、当該歯科医師が携行するもののほか、甲が

その供給について必要な措置を講ずるものとする。 

 （実費弁償） 

第７条 甲の要請に基づき、乙及び丙が医療救護活動を実施した際に、歯科医師が携行した医薬品等を使用し

た場合の実費は、甲が負担する。 

 （損害補償） 

第８条 甲の要請により医療救護活動に従事した者が、当該医療救護活動により負傷し、疾病にかかり、又は

死亡した場合は、他の法令に定めるもののほか静岡市消防団員等公務災害補償条例（平成15年静岡市条例第

289号）の例により、甲が損害補償を行う。 

 （細目） 

第９条 この協定の細目については、甲が別に定めて乙及び丙に通知する。 
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 （協定の有効期間） 

第10条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、この協定の有効期間終了前１箇月

までに、甲、乙、丙いずれからも何らの意思表示がないときは、期間終了の日の翌日から１年間この協定を

更新するものとし、その後もまた同様とする。 

 （その他） 

第11条 この協定に定めのない事項又は協定について疑義が生じた事項については、その都度、甲、乙、丙協

議して定めるものとする。 

 

 

この協定の締結を証するため、本協定書３通を作成し、甲、乙、丙記名押印の上各自その１通を保管する。 

 

 

 平成１９年 ３月２３日 

 

 

             甲 静岡市葵区追手町５番１号 

                静岡市長  小 嶋 善 吉 

 

             乙 静岡市駿河区曲金三丁目３番１５号 

               社団法人 静岡歯科医師会 

                会 長   中 野 健 一 郎 

 

             丙 静岡市清水区渋川二丁目１２番１号 

               社団法人 清水庵原郡歯科医師会 

                会 長   河 村 孝 憲 
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医療救護に関する協定 
 

災害時における医療救護活動の万全を期するため、静岡市（以下「甲」という。）と社団法人静岡市薬剤師

会（以下「乙」という。）及び清水薬剤師会（以下「丙」という。）とは、次のとおり協定を締結する。 

 （総則） 

第１条 この協定は、静岡市地域防災計画に基づき甲が災害時に行う医療救護活動（以下「医療救護活動」と

いう。）に対する乙及び丙の協力に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （医療救護活動への協力） 

第２条 甲は、風水害、地震、大火災、大爆発及び大事故等による災害が発生したとき又は東海地震注意情報

若しくは東海地震警戒宣言が発令され、医療救護活動の準備をする必要があると認めるとき及び医療救護活

動を実施する必要があると認めるときは、乙及び丙に対し薬剤師の派遣を要請するものとする。 

２ 乙及び丙は、前項の規定により甲から要請を受けた場合には、速やかに薬剤師を甲の指定する災害対策本

部、救護所及び救援医薬品等集配センター（以下「災害対策本部等」という。）に派遣するものとする。 

３ 乙及び丙は、災害が発生したときは、速やかにその被害状況について情報の収集に努めるものとし、その

情報により医療救護活動に協力する必要があると認めたときは、第１項の規定にかかわらず乙又は丙の判断

によりそれぞれ薬剤師を災害対策本部等に派遣することができる。 

４ 乙及び丙は、前項の規定により薬剤師を派遣したときは、速やかに甲に報告し、その承認を得るものとす

る。この場合において、甲が承認した薬剤師の派遣は、甲の要請に基づく薬剤師の派遣とみなす。 

５ 乙及び丙は、災害時の医療救護活動を迅速かつ適切に行うため相互に協力する。 

 （医療救護活動計画の策定及び提出） 

第３条 乙及び丙は、この協定の締結後速やかに、医療救護活動への協力に関する具体的な計画を策定し、甲

に提出するものとする。 

２ 乙及び丙は、前項に規定する計画を策定するときは、関係団体との密接な連携のもとに行うものとする。 

 （薬剤師の職務） 

第４条 薬剤師の職務は、次のとおりとする。 

（１）救護所における傷病者等に対する調剤、服薬指導 

（２）災害対策本部等における医薬品の仕分け、管理 

 （医療救護活動のための連絡調整） 

第５条 甲は、甲の指定する職員に対し、乙及び丙が派遣する薬剤師の意見を尊重し、医療救護活動のための

連絡調整を行わせるものとする。 

 （医薬品等の供給） 

第６条 乙及び丙が派遣する薬剤師は、甲が準備した医薬品等により医療救護活動を行うほか、甲の要請によ

り乙及び丙の医薬品等を供給するものとする。 

（実費弁償） 

第７条 前条の規定により、乙及び丙が派遣する薬剤師が供給した乙又は丙の医薬品等の実費は、甲が負担す

る。 

 （損害補償） 

第８条 甲の要請により医療救護活動に従事した者が、当該医療救護活動により負傷し、疾病にかかり、又は

死亡した場合は、他の法令に定めるもののほか静岡市消防団員等公務災害補償条例（平成15年静岡市条例第

289号）の例により、甲が損害補償を行う。 

 （細目） 

第９条 この協定の細目については、甲が別に定めて乙及び丙に通知する。 

 （協定の有効期間） 

第10条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、この協定の有効期間終了前１箇月

までに、甲、乙、丙いずれからも何らの意思表示がないときは、期間終了の日の翌日から１年間この協定を

更新するものとし、その後もまた同様とする。 

 

 

 

 

 

 

 
資

料
編
５

－
1
0 

 

 （その他） 

第11条 この協定に定めのない事項又は協定について疑義が生じた事項については、その都度、甲、乙、丙協

議して定めるものとする。 

 

 

この協定の締結を証するため、本協定書３通を作成し、甲、乙、丙記名押印の上各自その１通を保管する。 

 

 

 

 平成１９年 ３月２３日 

 

 

             甲 静岡市葵区追手町５番１号 

                静岡市長  小 嶋 善 吉 

 

             乙 静岡市駿河区小黒一丁目４番４号 

               社団法人 静岡市薬剤師会 

                会 長   石 川 幸 伸 

 

             丙 静岡市清水区渋川二丁目１２番１号 

               清水薬剤師会 

                会 長   小 鷹 和 美 

 

 

 

 

 

                      

－
3
5
7
－



ライフラインに関する協定 
 

 

災害時における応急対策活動に関する協力協定書 

 

 静岡市（以下「甲」という。）と静岡市水道局指定工事店協同組合（以下「乙」という。）は、静岡市に大規

模な地震、風水害その他の災害（以下「大規模災害時」という。）が発生し、又は発生するおそれがある場合に

おいて、市民の生命と財産を守り、市民生活の安定を図るため、静岡市地域防災計画に基づき、相互に協力し

て災害応急対策活動を実施することについて、次のとおり協定を締結する。 

（協力要請） 

第 1 条 甲は、大規模災害等の発生に際して甲のみで災害応急対策活動が実施できないと認めるときは、乙に

対し、水道及び下水道施設の復旧、又、公共施設ならびに避難施設等への仮設給排水設備設置など、災害の

状況に応じた応急対策活動（以下「応急活動」という。）の実施について、協力を要請することができるもの

とする。 

（協力） 

第 2 条 乙は、甲から応急活動の実施について協力要請があったときは、資機材、車両及び労力の提供その他

の可能な限りの協力を行うものとする。 

（活動要請手続） 

第 3 条 甲は、乙に対し応急活動を要請するときには、応急活動協力要請書（第１号様式）により、災害の状

況、応急活動日時、応急活動場所、応急活動内容等を指示して要請するものとする。ただし、緊急を要する

ときは、口頭で要請し、事後に当該要請書を提出するものとする。 

（活動の実施） 

第 4 条 乙は、前条の規定に基づき応急活動の要請を受けたときは、直ちに指定場所に出動し、甲の職員の指

示に基づき、応急活動を実施するものとする。ただし、指定場所に甲の職員が派遣されていない場合は、要

請事項に従い、自らの判断により応急活動を開始するものとする。 

（活動報告） 

第 5 条 乙は、応急活動が終了したときは、速やかに甲に対し応急活動実施報告書（第２号様式）により、応

急活動日時、応急活動内容、使用資機材、応急活動に当たった組合員名及びその現場責任者、その他必要事

項について、報告するものとする。 

（費用の負担） 

第 6条 乙が応急活動に要した費用は、甲が負担する。 

２ 前項の費用は、災害発生直前時における適正な価格を基準として、甲、乙協議のうえ決定するものとする。 

（費用の支払方法） 

第 7 条 甲は、第５条の報告書の内容を確認し、適正と認めたときは、乙の請求により、前条の費用を支払う

ものとする。 

（損害賠償） 

第 8 条 甲又は乙は、応急活動に際し、それぞれその責めに期する理由によりこの協定の相手方又は第三者に

損害を与えたときは、賠償の責めを負うものとする。 

（報告） 

第 9 条 乙は、毎年４月１日現在の組合員名簿及び災害時に協力できる資機材、車両及び人員等を甲に報告す

るものとする。 

（協力事業者の表示） 

第 10条 乙は、甲の承諾を得て、乙の事業所及び乙の組合員の事業所に「静岡市災害活動協力事業者」の表示

を掲示することができる。 

（協議） 

第 11条 この協定に定めのない事項及び疑義を生じた事項については、甲、乙協議して定める。 
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（有効期間） 

第 12条 この協定は、平成13年 1月 31日からその効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって協定の終

了を通知しない限り、その効力を持続する。 

 

 この協定の成立を証するため、本書2通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自その1通を保有する。 

  平成13年 1月 13日 

                 （甲） 静 岡 市 長   小 嶋 善 吉 

                 （乙） 静岡市千代田五丁目13番 12号 

                     静岡市水道局指定工事店協同組合 理事長 橋 本 将 
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ライフラインに関する協定 
 

 

災害時における応急対策活動に関する協力協定書 

 

 静岡市（以下「甲」という。）と静岡市電気設備協力会（以下「乙」という。）とは、静岡市に大規模な地震、

風水害その他の災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、市民の生命と財産を守り市民生活の

安定を図るため、静岡市地域防災計画に基づき、相互に協力して災害応急対策活動を実施することについて、

次のとおり協定を締結する。 

（自主的救出活動等） 

第 1 条 乙は、「自らの地域は、自らで守る。」の精神に基づき、自主防災組織と協力し、地域の救出・救護活

動に当たり、甲は乙の実施する救出・救護活動に際し、情報及び資機材の提供等可能な限りの協力を行うも

のとする。 

（協力要請） 

第 2 条 甲は、大規模災害等に際して甲のみで災害応急対策活動が実施できないと認めるときは、乙に対し、

市公共建築物の初期電気復旧活動等災害の状況に応じた災害応急対策活動（以下「応急活動」という。）の実

施について、協力を要請することができるものとする。 

２ 乙は、甲から応急活動の実施について協力要請があったときは、乙の会員のあっせん、車両、資機材及び

労力の提供その他の可能な限りの協力を行うものとする。 

（要請の手続） 

第 3 条 前条第 1 項の規定による要請は、静岡市災害対策本部長が行うものとする。ただし、災害時の状況に

より必要があるときは、静岡市災害対策本部の部長又は支部長が行うことができる。 

２ 前条第 1 項の規定による要請は、次に掲げる事項を口頭、電話等で連絡することにより行うものとし、事

後、甲は、別に定める様式の文書を乙に提出するものとする。 

 (1) 要請者 

 (2) 要請日時 

 (3) 要請場所 

 (4) 要請内容 

 (5) 資機材その他必要事項 

（応急活動の実施） 

第 4 条 乙の会員は、前条の規定に基づき応急活動の実施について要請を受けたときは、直ちに要請場所に出

動し、甲の職員の指示に基づき、応急活動を実施するものとする。ただし、指定場所に甲の職員が派遣され

ていない場合は、要請事項に従い、自らの判断により応急活動を開始するものとする。 

（報告） 

第 5 条 乙の会員は、応急活動が終了したときは、次に掲げる事項を口頭、電話等で甲に連絡し、事後、別に

定める様式の報告書を提出するものとする。 

(1) 現場責任者 

(2) 活動日時 

(3) 活動場所 

(4) 活動内容 

(5) 資機材その他必要事項 

（費用の負担） 

第 6条 この協定により乙の会員が応急活動に要した費用は、甲の負担とする。 

２ 前項の費用は、災害発生直前時における適正な価格を基準とする。 

（費用の支払） 

第 7 条 甲は、第５条の報告書の内容を確認し、適正と認めたときは、乙の会員の請求により、前条の費用を

支払うものとする。 
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（損害賠償） 

第 8 条 甲又は乙は、業務に際し、その責めに期する理由により乙の会員又は第三者に損害を与えたときは、

相手方に対し速やかにその状況を報告し、その賠償の責めを負うものとする。 

（連絡責任者） 

第 9 条 この協定の実施に当たり連絡調整及び指示を行う連絡責任者は、甲にあっては静岡市災害対策本部・

総括部総括班（総務部防災課長）、乙にあっては会長とする。 

（協力する車両等の報告） 

第 10条 乙は、毎年４月１日現在の会員名簿及び災害時に協力できる車両、資機材、人員等を甲に報告するも

のとする。 

（協力事業者の表示） 

第 11条 甲は、乙の会員の承諾を得て、各会員の事業所に「静岡市災害活動協力事業者」の表示マークを掲示

することができる。 

（協議） 

第 12条 この協定に定めのない事項については、その都度、甲、乙協議して定める。 

（有効期間） 

第 13 条 この協定は、平成 10 年 1 月 8 日からその効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって協定の終

了を通知するまで、その効力を持続するものとする。 

 

 この協定の成立を証するため、本書2通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自その1通を保有する。 

  平成10年 1月 8日 

                 （甲） 静 岡 市 長   小 嶋 善 吉 

                 （乙） 静岡市馬場町13番地 

                     静岡市電気設備協力会 会 長  長 谷 川 吉 晴 

 

 

－
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相談に関する協定 

 
大規模災害時における被災者支援協力に関する協定書 

 
静岡市（以下「甲」という。）と静岡県行政書士会（以下「乙」という。）は、甲市内に災害

対策基本法（昭和36年法律第233号）第２条第１項第１号に規定する災害（以下「災害」とい

う。）が発生し、甲が同法第23条の２の規定に基づき甲市地域防災計画の定めによるところに

より甲市災害対策本部を設置した場合（以下「市災害対策本部」という。）において、乙が実施

する被災者支援に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（趣旨） 
第１条 甲乙は、災害において、乙が被災者に対して行う被災者支援を円滑、かつ、適切に実

施するため、以下の条項を定める。 
 
（要請） 
第２条 甲は、災害が発生し、市災害対策本部が設置され、かつ、甲市内において災害救助法

が適用された場合で、行政書士による支援活動が必要なときは、乙に対して協力を要請する

ものとする。 
２ 甲が、災害時に、乙に被災者支援を要請する場合、災害時支援協力要請書（以下「要請書」

という。）を乙に送付する。 
３ 甲が要請書を送付することが困難な状況であるときは、適宜、要請を行い、その後に速や

かに要請書を送付する。 
４ 乙は、甲から被災者支援の要請を受けた場合は、乙の会員の中から支援活動にあたる担当

者を選任し、派遣する。 
 
（実施期間） 
第３条 被災者支援の実施期間は、甲乙協議の上、定める。 
 
（乙が行う支援活動） 
第４条 甲の要請書により乙が行う支援活動は、次のとおりとする。 

(1) 被災者支援に係る窓口相談業務 
(2) 甲乙が、協議の上、必要と判断した事項 

 
（費用負担） 
第５条 相談会場の使用料金、光熱費及び物件費は、甲が全額負担する。     
２ 第４条に規定する支援活動の人件費及び物件費は、乙が全額負担する。    
３ その他必要な費用を生じたときは、その都度、協議の上、定める。 
 
（危険の情報共有） 
第６条 甲乙は、甲乙に危険が及ぶおそれがあるとする情報に接した場合は、直ちに、危険回

避を行った後、市町災害対策本部及び乙の事務局に連絡を相互に行う。 
２ 乙は、前項の規定により、危険を回避することができないと判断した場合は、直ちに支援

活動を終了し、安全確保に努める。 
（体制整備） 
第７条 乙は、第２条による体制の確立が速やかに行えるよう整えるとともに、甲乙は、連絡

担当者を定め、適宜、平時から連絡を密にし、情報交換及び連絡調整に努める。 
 
（訓練参加） 
第８条 乙は、甲が主催する災害相談窓口の受付訓練について、参加するよう努める。 
２ 前項の規定は、第４条の規定を念頭に置き、訓練を行うものとする。 
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（静岡県災害対策士業連絡会との関係） 
第９条 静岡県災害対策士業連絡会（以下「士業連絡会」という。）のもと災害支援が開始され

た場合は、乙は、基本的に士業連絡会の構成団体の一つとして支援活動を行う。ただし、甲

が第４条の規定に基づき、引き続き支援活動を希望する場合は、乙は可能な限り支援活動を

行う。 
 
（支援活動中の災害補償） 
第10条 乙の会員がこの協定による支援活動により負傷し又は死亡した場合は、乙が付保する

保険の範囲内で、乙が補償する。ただし、甲の責めに帰すべき事由があるときは、この限り

でない。 
 
（疑義の解決） 
第11条 本協定に定めのない事項及び本協定に関し疑義を生じたときは、甲乙は、法令及び信

義則に従い、協議の上、解決するものとする。 
 
（有効期間） 
第12条 本協定は、従前に甲乙間で締結した協定の有効期間及び本協定締結日付にかかわらず、  

年月 日から効力を生ずる。 
２ 本協定の有効期間は、協定の効力発生の日から１年間とする。ただし、有効期間満了の日

から１か月前までに、甲乙のいずれからも更新拒絶の意思表示がない場合は、有効期間満了

の日の翌日から起算して１年間、本協定を延長するものとし、その後も同様とする。 
 

本協定成立の証として本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通ずつ所持する。 
 

令和７年２月６日 
 

(甲) 静岡県静岡市葵区追手町５番１号 
 

静岡市長  難 波 喬 司 
 
 
(乙) 静岡県静岡市葵区駿府町２番113号 

静岡県行政書士会 
会  長  平 岡 康 弘 

－
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相談に関する協定 
 

災害時における被災者支援のための司法書士業務に関する協定書 

 

静岡市（以下「甲」という。）と静岡県司法書士会（以下「乙」という。）とは、災害対策基本法（昭和 36

年法律第 223 号）第２条に定める災害（以下「災害」という。）が発生し、甲が、同法第 23 条の２の規定に基

づき静岡市地域防災計画の定めるところにより静岡市災害対策本部を設置した場合（以下「災害時」という。）

における司法書士業務の遂行に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 甲及び乙は、災害時において、乙が、被災者に対して行う司法書士業務に関し、必要な事項を定める

ものとする。 

（協力の要請） 

第２条 甲は、司法書士業務にかかる被災者法律相談の必要性が生じたときは、乙に対して司法書士業務の遂

行の協力を要請するものとする。 

２ 乙は、甲から支援要請を受けた場合は、速やかに相談担当司法書士（以下「相談員」という。）の派遣計

画を策定し甲に報告する。 

３ 乙は、前項に規定する派遣計画に基づき、甲が指定する相談窓口に相談員を派遣するものとする。 

（司法書士業務の範囲） 

第３条 前条の規定による甲の要請により、相談員が行う司法書士業務は、次に掲げる業務とする。 

（１）相続に関する相談 

（２）不動産登記及び商業・法人登記に関する相談 

（３）不在者財産管理制度及び相続財産管理制度に関する相談 

（４）成年後見制度に関する相談 

（５）その他司法書士法（昭和 25 年法律第 197 号）に定める業務に関する相談 

（要請の手続等） 

第４条 第２条に規定する甲の要請は、災害時支援協力要請書（別記様式。以下「要請書」という。）により

行うものとする。ただし、要請書をもって要請するいとまがないときは電話等の通信手段又は口頭により行

い、その後速やかに要請書を送付するものとする。 

２ 乙は、前項の要請を受けたときは、その要請を実施するための措置を行うとともに、その措置の状況を甲

に通知するものとする。 

（災害時の体制整備等） 

第５条 乙は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において必要と認めるときは、第２条の規定に

よる甲の要請に直ちに対応できる体制を確保するよう努めるものとする。 

２ 乙は、前項の体制を確保するため、連絡体制、連絡方法及び連絡手段について、あらかじめ業務責任者を

定め、司法書士業務に支障を来さないよう、平時から連絡調整に努めるものとする。 

３ 乙は、第１項の体制の確保について、乙のみで対応できないときは、甲、乙協議の上、乙の関係団体に支

援を求めることができるものとする。 

（費用負担） 

第６条 第３条に規定する司法書士業務で必要となる人件費及び物件費その他全ての経費は、乙が負担するも

のとする。 

（相談者の負担） 

第７条 第２条の規定による甲の要請に基づく司法書士業務は無料とし、相談者は負担を負わない。 

（損害の補償） 

第８条 第３条に規定する司法書士業務を行う際に、乙の会員が負傷し、疾病にかかり、又は死亡した場合に

おける災害補償については、甲は負担を負わないものとする。 

（有効期間） 

第９条 この協定の有効期間は、協定締結の日から平成 28 年３月 31 日までとする。ただし、有効期間満了の

日までに、甲又は乙から異議の申出がないときは、有効期間満了の日の翌日から起算して１年間この協定を 

延長するものとし、その後も同様とする。 

 

（協議） 
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第 10 条 この協定に定めのない事項又は協定に疑義が生じたときは、その都度、甲、乙協議して定めるものと

する。 

 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙署名押印の上、各自１通ずつを所持する。 

  平成２７年４月２１日 

 

 

(甲) 静岡市葵区追手町５番１号 

                      静岡市長   田辺 信宏 

 

(乙) 静岡市駿河区稲川 1 丁目 1 番 1 号 

静岡県司法書士会 

会  長   西川 浩之 
   

－
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相談に関する協定 

 

災害時相談業務等に関する静岡市と静岡県弁護士会との協定書 

 

静岡市（以下「甲」という。）と静岡県弁護士会（以下「乙」という。）とは、災害対策基本法（昭和36年法

律第223号）第２条第１号に規定する災害（以下「災害」という。）が発生し、甲が、同法第23条の２の規定に

基づき静岡市地域防災計画の定めるところにより静岡市災害対策本部を設置した場合（以下「災害時」という。）

において、乙が実施する被災者法律相談、被災者への支援情報等の提供その他の被災者支援活動（以下「被災者

支援活動」という。）の事前準備及び取扱い等に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 甲及び乙は、災害時において、乙が、被災者支援活動を円滑、迅速かつ効果的に実施するため、本協定

を定める。 

（被災者支援活動従事者の派遣） 

第２条 乙は、甲から被災者支援活動の要請を受けた場合、速やかに乙及び他弁護士会所属弁護士の中から被災

者支援活動の担当者を選出し、実施する。 

（実施期間） 

第３条 被災者支援活動の実施期間は、甲乙協議して定める。 

（被災者支援活動実施の連絡及び広報） 

第４条 乙が被災者支援活動の実施を決定した場合、乙は、甲に対し、その開催場所及び開催日時を速やかに連

絡するとともに、甲は、可能な限りで、その広報に協力する。 

（被災者支援活動担当者の業務） 

第５条  被災者支援活動の担当者は、乙が定める災害マニュアル等に基づき、被災者支援活動を実施する。 

２ 乙は、甲に対し、被災により発生する法的問題についての解決支援に資する目的のため、前項の被災者支援

活動の実施状況を定期的に報告する。 

（事前協議） 

第６条 甲及び乙は、災害時において実施する被災者支援活動に関し、平時において、必要に応じて、継続的に

協議を行う。 

（事前準備の確認） 

第７条 甲及び乙は、甲乙の協議により、被災者支援のための次に掲げる取組が実現していること及び当該取組

を継続していくことを、相互に確認する。 

（１）被災者に対する支援情報その他の有益情報をまとめた災害時Ｑ＆Ａ集（静岡県弁護士会ニュース）の静岡

市版（以下「災害時Ｑ＆Ａ集」という。）が完成していること。 

（２）災害時Ｑ＆Ａ集が、甲及び乙のウェブサイトに掲載されていること。 

（３）災害時Ｑ＆Ａ集が、甲の地区支部（静岡市災害対策本部区本部運営要綱（平成16年４月１日施行）第６条

に規定する地区支部をいう。）に平時から常備され、避難所開設時に速やかに避難所等に掲示される体制を

構築していること。 

（４）甲において弁護士派遣要請書を常備し、発災後速やかに乙が弁護士を派遣する体制を構築していること。 

（５）甲及び乙が定期的に弁護士派遣要請等の訓練を実施していること。 

（６）その他被災者支援活動に関すること。 

 （災害時Ｑ＆Ａ集の活用） 

第８条 甲及び乙は、被災者に対し災害時に必要な情報を効果的に提供するため、災害時Ｑ＆Ａ集の活用並びに

市民及び甲の職員への周知について、相互に協力する。 

 

２ 乙は、災害時Ｑ＆Ａ集を改訂した場合には、速やかに甲に通知し、及び交付するものとし、甲は適宜改訂版

 資
料

編
５

－
1
2 

に差し替えるものとする。 

（有効期間） 

第９条 本協定は、平成29年３月29日から効力を有する。 

２ 本協定の有効期間は、協定の効力発生の日から１年間とする。ただし、有効期間満了の日の１箇月前までに、

甲又は乙から文書により相手方に対して異議の申出がないときは、有効期間満了の日の翌日から起算して１年

間本協定を延長するものとし、その後も同様とする。 

（疑義の解決） 

第10条 本協定に定めのない事項及び本協定に関して疑義が生じたときは、甲乙協議して解決するものとする。 

（旧協定の廃止） 

第11条 平成25年３月25日付け甲乙間で締結した「災害時相談業務等に関する静岡市と静岡県弁護士会との協定

書」は廃止する。 

 

この協定の成立を証するため、本書を２通作成し、甲、乙記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

 

平成29年３月29日 

 

甲 静岡市葵区追手町５番１号 

                静岡市長  田辺 信宏 

 

 

乙 静岡市葵区追手町10番80号 

                静岡県弁護士会 

                  会  長  洞江 秀 

－
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〈災害時Ｑ＆Ａ集〉

 

 ※ 本書面の情報は令和８年４月１日時点のもので、その後の法改正等により制度等が変わっている可能性があります 

静岡県弁護士会ニュース

 

困ったときの窓口編 

１
被
災
者
の
方
へ
の
支
援 

■ 当面の生活費をどうにかしたい 

一定の要件を満たせば，生活福祉資金の貸付（緊急小口資金など）が受けられ

る可能性があります。 

詳しくは静岡市社会福祉協議会の地域福祉推進センターまで。 

    葵区  ０５４－２４９－３１８３ 

    駿河区 ０５４－２８０－６１５０ 

    清水区 ０５４－３７１－０２９１ 

  

 

■ り災証明書とは何か。これがあるとどうなるのか 

 り災証明書とは，地震や風水害などの被災者からの申請により，市町が住宅の被害

を調査して発行する証明書です。全壊・大規模半壊・半壊などに分かれます。り災証

明書は，各種支援金，税の減免，融資申請などに必要となりますので，市町の案内に

従って申請してください。 

 り災証明書は，余震等の二次被害防止のために緊急に建物の危険性をチェックし，

赤（危険），黄（要注意），緑（調査済）のステッカーが貼られる応急危険度判定とは

別の制度ですのでご注意ください。赤（危険）＝全壊認定，ではありません。 

 

２
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■ 公共料金はどうなるか 

 電気・ガス・水道・下水道・固定電話・携帯電話等について，料金支払期限の延伸や免除等が受けられる場合があります。それぞれの契約先に確認する必要があります。 

■ 年金や健康保険料の支払はどうなるか 

 東日本大震災では，健康保険・厚生年金保険及び船員保険の保険料並びに子ども

手当にかかる拠出金については，納付の期限が延長されました。加入している医療

保険へ問合せください。なお、国民健康保険に加入している方の問合せ先は下記の

とおりとなります。国民年金についても，支払が困難な場合は相談してください。 

 （国民健康保険の窓口） 

  葵区  保険年金課 ０５４－２２１－１０７０ 

  駿河区 保険年金課 ０５４－２８７－８６２１ 

  清水区 保険年金課 ０５４－３５４－２１４１ 

 （国民年金の窓口） 

  静岡年金事務所   ０５４－２０３－３７０７（代表） 

  清水年金事務所   ０５４－３５３－２２３３（代表） 

■ 税金の支払はどうなるか 

  納付の期限が延長されたり，減免措置等が受けられる可能性があります。 

   

所得税・消費税・法人税等の国税については，各税務署に確認を。 

   静岡税務署  ０５４－２５２－８１１１ 

   清水税務署  ０５４－３５５－２３６０ 

 

  法人県民・事業税，個人事業税，不動産取得税，自動車税等の県税については，県

の最寄りの財務事務所に確認を。 

   静岡財務事務所 ０５４－２８６－９１１２ 

   藤枝財務事務所 ０５４－６４４－９１１６ 

 

  市民税・固定資産税・軽自動車税などの市税については，各担当課又は清水市

税事務所に確認を。 

   市民税   市民税課    ０５４－２２１－１０４１・１５４２ 

         清水市税事務所 ０５４－３５４－２０７２ 

   固定資産税 固定資産税課  ０５４－２２１－１０４６・１０４７ 

０５４－２２１－１５４６・１５４７ 

         清水市税事務所 ０５４－３５４－２０８０・２０８３ 

   軽自動車税 市民税課    ０５４－２２１－１２１８ 

 

■ 住宅などのローンを支払えない／新たなローンとの二重ローンが心配 

  災害救助法の適用を受けた自然災害の影響で，住宅ローン，事業ローン，自動車

ローン，教育ローンなどの支払が困難になった人（法人は不可）は，被災ローン減

免制度（自然災害による被災者の債務整理に関するガイドライン）の利用を検討し

てください。自己破産と異なり，現預金５００万円，各種支援金，弔慰金などを手

元に残した上で，残ったローンの免除を受けられる可能性があります。また，既存

のローンの免除を受けての新たな住宅ローンによる住宅再建にもつながります。な

お，制度を利用しても，ブラックリストには載らず，原則として連帯保証人にも請

求がいきません。詳しくは弁護士会にお問い合わせください。 

■ 火災保険（共済）だけで地震保険（共済）に入っていないから，保険金（共済金）はもらえないか 

  保険金（共済金）は支払われませんが，保険（共済）によっては，火災保険（共済）に入っているだけで見舞金などが出る場合があります。一度，お入りになっている保険

会社，共済に確認してみるべきです。 

  なお，どこの保険会社と契約しているか分からないときは，以下に問い合わせてみてください。 

・災害救助法が適用された地域の方は、 

     「自然災害損保契約照会センター」  ０１２０－５０１－３３１ 

・上記以外の地域の方は各損害保険会社の窓口へ 

 

■ 地震による免責条項があるから，生命保険金は出ないか 

  東日本大震災や熊本地震の際でも，生命保険各社は地震による免責条項を適用しないことを決めま

した。そのため、保険金の支払いについて，お入りになっている保険会社に連絡をしてみてくださ

い。どこの保険会社と契約しているか分からないときは，以下に問い合わせてみてください。 

    （社）生命保険協会 静岡地方事務室  ０５４－２５３－５７１２ 

 

■ 地震・津波で自動車が壊れてしまった 

  車両保険は，原則として，地震・噴火・（地震，噴火が原因の）

津波による災害による損害は補償対象外とされています。 

  地震・噴火・津波危険（車両損害）担保特約があれば，地震によ

る損害も補償されるので，保険会社に確認してみましょう。 

■ 本人確認できる証明書（免許証、旅券，マイナンバーカード，資格証明書な

ど）がなくなってしまったが住民票の写しは取得できるか 

  住民票の写しは，区役所の窓口で本人確認がとれれば交付を受けることができ

ます。 

  まずは各区の戸籍住民課へ。 

    葵区  戸籍住民課  ０５４－２２１－１０６１ 

    駿河区 戸籍住民課  ０５４－２８７－８６１１ 

    清水区 戸籍住民課  ０５４－３５４－２１２７ 

  運転免許証は，静岡県警察中部運転免許センター（０５４－２７２－２２２

１）や，住所地を管轄する各警察署で再発行手続をしてください。 ■ 実印や印鑑登録証がなくなってしまった 

  実印をなくされた場合は，印鑑登録証の廃止手続を行ってください。印鑑登録証を

なくされた場合は，印鑑証登録明書の交付申請ができませんので，印鑑登録証の亡失

手続を行ってください。その上でどちらの場合も，印鑑登録証明書が必要な場合は，

改めて実印を登録してください。登録には，ご本人確認できる官公署発行の証明書

（運転免許証，旅券，マイナンバーカードなど）が必要です。手続は各区の戸籍住民

課（連絡先は左記参照）に確認してください。 

 

■ 銀行の通帳などがなくなってしまって，お金がおろせない。再発行してくれるのか 

  銀行の通帳，証書，カードなどについては，多くの銀行等で無料で再発行してくれま

す。各銀行の窓口に問い合わせてください。通帳を紛失しても権利を失うことはあり

ません。 

  身分証明証があれば持参し，ないときはそのことも併せて相談してください。 

 ■ 自動車がなくなってしまった（使えなくなってしまった）ので，登録を抹消したい 

  管轄の運輸支局（軽自動車は軽自動車検査協会）に確認を。 

■ クレジットカードがなくなってしまった 

各クレジット会社に紛失の連絡をし，新たなカードの発行を求めてください。 

 ■ 免許証の有効期間が迫っている 

  東日本大震災では，運転免許証の有効期間が特別に一定期間延期されています。 

■ 会社を経営していたが，この地震・津波でやっていけなくなった 

 日本政策金融公庫の融資制度，中小企業庁のセーフティネット保証制度，県の融資制度など，いろいろな融資制度やなりわい再建支援補助金（中小企業特定施設等災害復

旧費補助金）などの補助金が受けられる可能性があります。金融機関や商工会議所などに相談してみましょう。 

    静岡商工会議所静岡事務所  ０５４－２５３－５１１１    静岡商工会議所清水事務所  ０５４－３５３－３４０１ 
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静岡市版 

■ 生活保護について 

  避難所等の避難先での申請も可能です。また，義援金や給付金等は収入認定されないのが原則です（自立更生計画書が必要になる場合があります）。 

  

 

■ 権利証の紛失など 

  不動産の権利証を紛失しても権利を失うことはありませんのでご安心を。 

  静岡支部 054-252-0008 

  浜松支部 053-455-3009 

  沼津支部 055-931-1848 

https://www.s-bengoshikai.com/ 
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 ※ 本書面の情報は令和８年４月１日時点のもので、その後の法改正等により制度等が変わっている可能性があります 

   このニュースは大規模な自然災害を前提としており、災害の種類・規模により使えない制度もありますのでご注意ください 

静岡県弁護士会ニュース

 

主な支援制度編 

  静岡支部 054-252-0008 

  浜松支部 053-455-3009 

  沼津支部 055-931-1848 

https://www.s-bengoshikai.com 

● 災害弔慰金（災害弔慰金法） 

大規模な自然災害により，主として生計を維持していた方が亡くなった

場合５００万円，その他の場合２５０万円を，ご遺族に支給する制度です。 

支給の順位は，①配偶者，②子，③父母，④孫，⑤祖父母です。もっと

も，①～⑤の方がおらず，かつ亡くなった方と死亡当時に同居あるいは

生計を同じくしていた兄弟姉妹がいれば，その兄弟姉妹も弔慰金を受け

取ることができます。制度の問合せ先は，静岡市・ 市民自治推進課 

（０５４－２２１－１２６５）です。 

 

 

● 災害援護資金貸付（災害弔慰金法） 

  大規模な自然災害で，負傷または住居・家財に被害を受けた方のうち，所得金額が一定

の範囲内の方は，災害援護資金の貸付が受けられます（最大３５０万円）。 

制度の問合せ先は，静岡市・ 市民自治推進課（０５４－２２１－１２６５）です。 

● 亡くなった方が，住宅ローンの支払途中だった 

  ほとんどの金融機関で，住宅ローンを組むときに，「団体信用生命保険」という保険への加入が一般化されています。住宅ローンの支払の途中で亡くなった場合には，

この団体信用生命保険により，住宅ローンがなくなることがあります。住宅ローンの契約先に確認してみてください。 

● 労災保険 

  震災が起きた際に仕事中だった，あるいは通勤中だった方で，被害に遭われた方は，労

災保険制度により給付が得られる場合があります。 

  静岡労働基準監督署（０５４－２５２－８１０８），静岡労働局（０５４－２５４－６３６９）が窓

口になります。 

● 災害障害見舞金（災害弔慰金法） 

  大規模な自然災害により，重い障害を受けた場合，生計を維持していた方には

２５０万円，それ以外の方には１２５万円を支給する制度です。 

   重い障害とは，両眼が失明した，神経系統の機能又は精神に著しい障害を残

し，常に介護を要する，胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し，常に介護を要す

る，両腕をひじ関節以上で失った，両腕の用を全廃した，両脚をひざ関節以上で

失った，両脚の用を全廃した，等の場合を言います。 

制度の問合せ先は静岡市・市民自治推進課（０５４－２２１－１２６５）です。 

● 災害救助法に基づく救助 

  避難所や応急仮設住宅の供与，食事の提供のほか，被服，寝具その他の生活

必需品の給与又は貸与，被災した住宅の応急修理，学用品の給与，埋葬というよ

うな支援が定められています。例えば，学用品の給与は，災害で学用品を失った

児童・生徒に対して，教科書，教材，文房具，通学用品を支給します。 

  応急修理制度（半壊以上７５．７万円以内・準半壊３６．７万円以内／平成２５年

内閣府告示第２２８号）を利用すると，応急仮設住宅や公費解体制度の利用ができ

なくなる可能性があるので注意して下さい。 

  制度の問合せ先は，静岡市（代表０５４－２５４－２１１１）です。 

● 被災者生活再建支援制度（又は県の被災者自立生活再建支援事業） 

  大規模な自然災害により住宅が全壊するなど，生活基盤に著しい被害を受けた世帯（賃借人も対象です）に対して，被災者生活再建支援法（又は県の要綱）に基づ

き，支援金を支給する制度です。二つの支援金が支給されます（震災当時，世帯人数が１人の場合は，各該当欄の金額が４分の３になります。）。 

①  住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金） 

住宅の被害程度 全壊・半壊住宅等の解体・長期避難 大規模半壊 中規模半壊 

支給額 １００万円 ５０万円 なし 

②  住宅の再建方法に応じて①に加算して支給する支援金（加算支援金） 

住宅の再建方法 建設・購入 補修 賃借 ※ 賃借は，公営住宅を借りた場合は除く 

支給額 ２００万円 １００万円 ５０万円 
※ 中規模半壊の世帯には，加算支援金のみ，表記載の金額 

の各２分の１の金額を支給 

  例えば，住宅を全壊で失った方には，基礎支援金として１００万円が支給され，その方が，新たに家を建てる場合には，加算支援金として２００万円が支給されることに

なります。一旦住宅を賃借した後，自ら居住する住宅を建設する場合の加算支援金は，まず賃借により５０万円が支給され，その後，建設により１５０万円，合計で２００

万円が支給されます。制度の問合せ先は静岡市・ 市民自治推進課（０５４－２２１－１２６５）です。 

● 雇用調整助成金制度（事業者の方への支援） 

  休業等を実施することにより，労働者の雇用の維持を図った事業主に休業手当等

の一部を助成する制度です。 

  景気の変動，産業構造の変化などに伴う経済上の理由により事業活動が縮小した

場合は，雇用調整助成金が利用できる可能性があります。 

  助成金を受給するには，事前に休業等実施計画届けを提出する等の支給要件を

満たす必要があります。 

  お近くの公共職業安定所（ハローワーク）及び静岡労働局にご相談ください。 

ハローワーク静岡  ０５４－２３８－８６０９ 

ハローワーク清水  ０５４－３５１－８６０９ 

 

 

 

 

  義援金，災害弔慰金，災害障害見舞金，被災者生活再建支援金として支給された金銭は，差押禁止財産とされています。 

  例えば破産手続においては，これらの金銭を債権者への支払に充てることをせずに，手元に残すことができるようになります。 

  なお，そのためには，手元の金銭が，義援金，災害弔慰金，災害障害見舞金，被災者生活再建支援金であることが分からなければなりません。 

  そこで，可能であれば，借金等をしていない金融機関に，日常使用している口座とは別の口座を作り，これらの金銭だけで管理をしておくようにしてください。差押禁止

の意味等についてお聞きになりたい方は，遠慮なく，弁護士相談をご利用ください。 

● 死亡認定制度 

  津波等の災害が去った際，状況から，亡くなっている可能性が極めて高い場合

に，官公署の認定により，死亡を推定する制度です。警察等が死亡の報告をする

ことで，戸籍上，死亡したものとすることができます。 

 

● 失踪宣告制度 

  津波等の危難が去った後，１年間生死不明である場合に，裁判所の決定によ

り，死亡したものとみなす制度です。これにより，死亡に基づく支給が発生し，相続

が開始します。仮に，実際には生きていたという場合には，失踪宣告を取り消す手

続をとる必要があります。 

 

２ その他の色々な支援制度 

３ 義援金，災害弔慰金，災害障害見舞金、被災者生活再建支援金の差押禁止について 

 

● 雇用保険の失業等給付制度による支援（お勤めの方への支援） 

  労働者の方が失業して，給料を得ることができなくなった場合等に，生活及

び雇用の安定並びに就職の促進のために，求職者給付，就職促進給付，教

育訓練給付，雇用継続給付を一定の要件を満たした方に支給する制度です。

お近くの公共職業安定所（ハローワーク）が窓口です。 

  なお，東日本大震災では，①事業所が災害を受けたことで休止・廃止したた

め，休業を余儀なくされ，賃金を受けることができない状態にある方は，実際

に離職していなくても，失業手当を受給することができたり、②同様に、事業所

が災害を受けたことで休止・廃止したため，一時的に離職を余儀なくされた方

については，事業再開後に再雇用されることが予定されていても，失業等給

付を受給することができるなどの特例措置が取られています。 

４ 労働関係に関する支援 

静岡市版 

● 義援金 

  被害の内容，程度，自治体により時期，金額は異なります。 

 

 

 

 

● 公費解体と修理について 

  自然災害で全壊した家屋等の解体・撤去は，公費により行われる場合がありま

す。また，東日本大震災，熊本地震，西日本豪雨などの特定非常災害の場合等に

は，この公費解体の対象が半壊以上に拡大されることがあります。ただし，修理で

再建可能な家屋の解体判断は慎重に。修理のために，被災度区分判定（日本建築

防災協会・有料）の利用も検討してください。 

● 自治体の宅地復旧補助金 

  被災したのり面，擁壁，地盤復旧に自治体独自の補助制度が設けられる例もあ

ります（熊本市では熊本地震のときに工事費の約３分２を補助）。 

 

５ ご家族が行方不明の場合 

１ ご家族を亡くされた方への支援 
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 ※ 本書面の情報は令和８年４月１日時点のもので、その後の法改正等により制度等が変わっている可能性があります 
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相続編 

Ｑ１ 誰が相続するの？ 

 

  

  

  

 

 

 

 
 

 

 

 

亡くなった方を「被
ひ

相続人
そうぞくにん

」，相続する方を「相続人」と言います。 

 配偶者（夫・妻）がいれば，配偶者は必ず相続人になります。 

 子がいれば子が，子がいなければ親が，親もいなければ兄弟姉妹が，

配偶者とともに相続人になります。 

 子同士，親同士，兄弟姉妹同士は同順位となります。 

 相続発生前に，子が亡くなっていても，子に子（孫）がいれば，孫が

子に代わって相続します（代襲相続）。 

 子が亡くなっていて，孫やひ孫・・・（どこまでも繰り下がります）

がいない場合に，親が相続人になります。 

 兄弟姉妹の中で，被相続人より先に亡くなっている方がいて，その方

に子がいれば，その子も代襲相続をしますが，兄弟姉妹の場合は，代襲

するのは子（甥・姪）までです。 

 

  ご家族が亡くなると，自動的に相続が開始します。相続問題について，よくあるご相談をまとめました。 

Ｑ11 期間伸長の申立には，いくらかかるの？ 

どんな書類が必要なの？ 

 ８００円分の収入印紙，８４円切手３枚と１０円切手３枚がかかり

ます。裁判所によって異なる場合がありますので確認してください。 

 被相続人の住民票除票又は戸籍附票，除籍謄本，改正原戸籍謄本，申

立をする相続人の戸籍謄本が必要です。 

 申し立てる方によって，ほかに書類が必要になる場合があります。 

書類が集まらない場合，とりあえず申立をして，後で書類を追加するこ

ともできます。裁判所にご相談ください。 
 

Ｑ５ いつまでに，３つから選べばいいの？ 

 相続人は，自分のために相続の開始があったことを知ったとき（Ｑ８

参照）から，３ヶ月の熟慮期間内に，単純承認，限定承認又は相続放棄

をしなければなりません。 

Ｑ14 期間伸長後，注意することは何ですか？ 

 期間の伸長が認められた場合には，その期間内に，放棄，単純承認，

限定承認のいずれかを決めなければなりません。その期間内に決められ

ないときは，再度，期間を伸長する申立をしてください。忘れると，相

続放棄が認められなくなってしまいます。 
 

Ｑ12 熟慮期間の延長，相続放棄，限定承認は，どこに申立をすれば

良いの？ 

  被相続人の最後の住所地を管轄する家庭裁判所です（郵送も可）。 

 

 

 

 

＜それ以外＞ 

沼津・三島・御殿場・裾野の各市・ → 静岡家庭裁判所沼津支部 

駿東郡・伊豆市・伊豆の国市・函南町の方  ０５５－９３１－６０４４ 

 

富士市・富士宮市の方         → 静岡家庭裁判所富士支部 

                            ０５４５－５２－０３８６ 

下田市・賀茂郡の方         → 静岡家庭裁判所下田支部 

                     ０５５８－２２－０１６１ 

浜松・磐田・袋井・湖西の各市の方  → 静岡家庭裁判所浜松支部 

                     ０５３－４５３－７１５８ 

掛川・御前崎（御前崎，白羽及び港を除く） 

・菊川の各市・周智郡（森町）の方  → 静岡家庭裁判所掛川支部 

                          ０５３７－２２－３０３６ 

熱海市・伊東市の方            → 静岡家庭裁判所熱海出張所 

                              ０５５７－８１－２９８９ 

島田・焼津・藤枝・牧之原・御前崎 

（御前崎，白羽，港）の各市・   → 静岡家庭裁判所島田出張所 

榛原郡（吉田町・川根本町）の方      ０５４７－３７－１６３０ 
Ｑ６ ３ヶ月以内に何もしないとどうなるの？ 

 ３ヶ月以内に，相続放棄も，限定承認もしない場合，原則として単純

承認したものとされますが，３ヶ月を過ぎてもあきらめずに弁護士会に

ご相談ください。 
 

Ｑ７ 気をつけることがありますか？ 

 財産の一部を使ったり，相続の対象となる負債を支払うと，単純承認

をしたことになる可能性があります。放棄や承認を決める前に，相続財

産を使用したり，債務を支払ったりしないように気をつけてください。

例外がありますので，弁護士会にご相談ください。 
 

Ｑ13 どのくらい熟慮期間を伸ばせるの？ 

 どのくらいの期間伸ばすかは，裁判所が裁量で決めます。場合によっ

ては，半年，１年，それ以上の期間伸長が認められる場合もあります。 
 

Ｑ４ 必ず，相続はしなければいけないの？ 

 相続人は，相続について，次の三つから選ぶことができます。 

１ 単純承認 相続人が，被相続人の権利や義務をすべて受け継ぐ 

２ 相続放棄 相続人が，被相続人の権利も義務も一切受け継がない 

３ 限定承認 相続人が，相続によって得た財産・権利の限度で被相続

人の負債・義務を受け継ぐ 

Ｑ３ 借金が残っているけど，それも相続するの？ 

 相続する場合は，現金，預貯金や土地などの財産・権利も，借金など

の負債・義務も，どちらも相続することになります。 

Ｑ２ どんな割合で相続するの？ 

 配偶者はいるが，子どもも親も兄弟姉妹もいない → 配偶者が全部 

 配偶者と子    → 配偶者が１／２・子どもが１／２ 

           （子が２人なら，１／４ずつ） 

 配偶者と親    → 配偶者が２／３，親が１／３ 

           （両親ともいれば，１／６ずつ） 

 配偶者と兄弟姉妹 → 配偶者が３／４，兄弟姉妹が１／４ 

           （兄弟が３人いれば，１／１２ずつ） 

Ｑ10 ３ヶ月の熟慮期間を伸ばすにはどうしたらいいの？ 

 相続が開始したことを知ったときから３ヶ月以内に，家庭裁判所に対

して，熟慮期間の伸長の申立をしなければなりません。 
 

Ｑ９ ３ヶ月以内に決められないときはどうしたらいいの？ 

 大規模災害では，ご家族が亡くなったことは分かっても，財産のすべ

てを把握することができなかったり，ある程度把握はできていても，相

続するのか，放棄するのかを決められないということが十分に考えら

れます。 

 その場合，３ヶ月の熟慮期間を伸ばすことができます。 
 

Ｑ８ 「自分のために相続の開始があったことを知ったとき」とはいつ

のこと？ 

 原則として，被相続人が死亡したことを知り，自分が相続人であるこ

とを知ったときです。 

 しかし，財産や負債は何もないと思っていたのに，後に負債があるこ

とを知ったときは，そのときが「相続の開始があったことを知ったと

き」とされる可能性はあります。弁護士会等にご相談ください。 
 

親（第２順位） 

亡くなった方 

（被相続人） 

配偶者（常に） 

兄弟姉妹（第３順位） 

甥・姪（代襲相続があります） 

子（第１順位） 

孫（代襲相続があります） 

＜最後の住所地が静岡市の方＞ → 静岡家庭裁判所 

０５４－２７３－８７６８ 
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  静岡支部 054-252-0008 

  浜松支部 053-455-3009 

  沼津支部 055-931-1848 

https://www.s-bengoshikai.com 
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